






― 47 ―

Ⅰ　総合政策学部の概要

 3．卒業要件

本学部を卒業するためには、４年以上在学し、最低限、次の表に示す所定の単位を取得しなけれ

ばなりません。 

区           分 
配 当 

単位数 

卒業要件単位数 

必  修 選  択 計 

基

盤

教

育

科

目 

基 礎 科 目 

入門科目 4 4 4 

英語 8 8 8 

情報処理 2 2 2 

保健体育 3 1 1

教 養 科 目 

地域教養 
地域理解 14

16 16

地域学習 16

国際教養 
外国語 44

グローバル理解  32 

基盤教養 34

課題別教養 32

計 189 14 17 31

専  門  科  目 

政策コア科目 14 14  14 

コース基幹科目 30 10 8 18 

展開科目                        118               32            32

自コースから選択 20 単位以上、自コース以外

から選択 4 単位以上修得し、合計 32 単位以上。

ただし、自コース以外の単位数には、卒業要件

単位を超える「コース基幹科目」および「調査・分

析科目」の単位（上限なし）、他学部専門科目及

び他大学専門科目（計８単位以下）を含めること

ができる。 

キャリア教育科目 7 6 6

調査・分析科目 22 6 6 12

演習科目 10 10 - 10

実習科目                         20       2        2         4

必修 2 単位、自コースの実習から選択 2 単位以

上 

卒業論文・研究 3 3 - 3

自由聴講科目 2 - - 0

計 226 51 48 99

合       計 415 65 65 130 
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総合政策学部

 4．進級要件

３年次に進級するためには、１年次開講の英語（必修４単位）、情報処理（必修２単位）、入門科目

（必修４単位）、保健体育科目１単位以上、調査・分析科目（必修４単位）、政策コア科目（必修１２単

位）、キャリア・デザインⅠ（必修２単位）、２年次開講のキャリア・デザインⅡ（必修２単位）および専門

演習入門（必修２単位）を含む６０単位以上を、２年次までに修得している必要があります。 

ただし、留学・休学・その他特別な事由があると判断される場合は、キャリア・デザインⅡおよび専門

演習入門についていずれかひとつの修得で進級を認めます。 

 5．先修条件等 

   

 「インターンシップ」を履修するためには、「キャリア・デザインⅠ」の単位を修得しておく必要があり

ます。ただし、編入生については、単位を修得していなくても履修を認めます。  

6．履修登録単位数の上限 

履修を登録するにあたっては、基盤教育科目と専門科目（自由聴講科目及び学部で定める一部の

科目を除く）の合計の登録単位数に以下の上限が設けられています。 

原則として各学期２２単位以内です。 

ただし、前学期の学期ＧＰＡが３．２以上の場合の当該上限は、３０単位以内です。なお、編入生に

あっては年間に登録できる単位数の上限を４９単位とします。 

「学部で定める一部の科目」は、キャリア教育科目「キャリア・デザインⅠ～Ⅲ・インターンシップ」と地

域教養(地域学習)「いわて創造学習Ⅰ・Ⅱ」です。これらの科目については、履修単位数の上限を超え

て履修することができます。 

 7．リメディアル教育

  総合政策学部では、統計学をはじめとする調査・分析科目を履修する必要があります。これらの科目

を履修するためには、基礎的な数学の能力が必要です。入学後、基礎的な数学能力の判定を行い、補

習が必要と認められた学生は、数学の補習授業を受講します。 

 8．資格取得 

本学部の開講科目のうち、所定の科目を修得すると、次の資格取得が可能、あるいは受験の際に

試験科目の一部が免除されます。 

なお、各資格の内容や所定の科目等の詳細は、学部のホームページを参照してください。

（１） 社会調査士 

（２） ２級ビオトープ管理士（受験科目の一部免除） 

（３） 環境再生医初級 

 9．卒業後の進路 

総合政策学部で学んだ知識を生かせる卒業後の進路としては、次のような分野が挙げられます。自

分の将来をイメージしつつ、自分の関心のある分野の知識について専門性を高めてください。 

国や地方自治体 

民間企業の営業・生産・企画・管理部門など 

公的団体や NPO の企画・管理部門など 

民間研究機関の研究員など 

大学院進学など 
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Ⅰ　総合政策学部の概要

 4．進級要件

３年次に進級するためには、１年次開講の英語（必修４単位）、情報処理（必修２単位）、入門科目

（必修４単位）、保健体育科目１単位以上、調査・分析科目（必修４単位）、政策コア科目（必修１２単

位）、キャリア・デザインⅠ（必修２単位）、２年次開講のキャリア・デザインⅡ（必修２単位）および専門

演習入門（必修２単位）を含む６０単位以上を、２年次までに修得している必要があります。 

ただし、留学・休学・その他特別な事由があると判断される場合は、キャリア・デザインⅡおよび専門

演習入門についていずれかひとつの修得で進級を認めます。 

 5．先修条件等 

   

 「インターンシップ」を履修するためには、「キャリア・デザインⅠ」の単位を修得しておく必要があり

ます。ただし、編入生については、単位を修得していなくても履修を認めます。  

6．履修登録単位数の上限 

履修を登録するにあたっては、基盤教育科目と専門科目（自由聴講科目及び学部で定める一部の

科目を除く）の合計の登録単位数に以下の上限が設けられています。 

原則として各学期２２単位以内です。 

ただし、前学期の学期ＧＰＡが３．２以上の場合の当該上限は、３０単位以内です。なお、編入生に

あっては年間に登録できる単位数の上限を４９単位とします。 

「学部で定める一部の科目」は、キャリア教育科目「キャリア・デザインⅠ～Ⅲ・インターンシップ」と地

域教養(地域学習)「いわて創造学習Ⅰ・Ⅱ」です。これらの科目については、履修単位数の上限を超え

て履修することができます。 

 7．リメディアル教育

  総合政策学部では、統計学をはじめとする調査・分析科目を履修する必要があります。これらの科目

を履修するためには、基礎的な数学の能力が必要です。入学後、基礎的な数学能力の判定を行い、補

習が必要と認められた学生は、数学の補習授業を受講します。 

 8．資格取得 

本学部の開講科目のうち、所定の科目を修得すると、次の資格取得が可能、あるいは受験の際に

試験科目の一部が免除されます。 

なお、各資格の内容や所定の科目等の詳細は、学部のホームページを参照してください。

（１） 社会調査士 

（２） ２級ビオトープ管理士（受験科目の一部免除） 

（３） 環境再生医初級 

 9．卒業後の進路 

総合政策学部で学んだ知識を生かせる卒業後の進路としては、次のような分野が挙げられます。自

分の将来をイメージしつつ、自分の関心のある分野の知識について専門性を高めてください。 

国や地方自治体 

民間企業の営業・生産・企画・管理部門など 

公的団体や NPO の企画・管理部門など 

民間研究機関の研究員など 

大学院進学など 
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Ⅰ　総合政策学部の概要
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総合政策学部　カリキュラムマップ

１年次 ２年次 ３年次 ４年次

政策論Ⅰ 政治学 政策論Ⅱ

法律学基礎 環境と政策

経済学基礎 地域と政策

民法Ⅰ 行政学Ⅰ 行政法Ⅰ

憲法Ⅰ 国際関係論Ⅰ

経営学 ミクロ経済学Ⅰ 財政学

マクロ経済学Ⅰ 簿記・会計論Ⅰ

社会学 農山村再生論 サスティナビリティ論

地理学 地域・都市計画論

キャリア・デザインⅠ キャリア・デザインⅡ キャリア・デザインⅢ

インターンシップ

基礎数理Ⅰ 統計学Ⅰ 社会調査概論

基礎数理Ⅱ 統計学Ⅱ 量的調査法 質的調査法

ゲーム理論 オペレーションズ・リサーチ

多変量解析

空間解析論

専門演習入門 専門演習Ⅰ 専門演習Ⅱ 専門演習Ⅲ 専門演習Ⅳ

法律・行政実習A 共通調査実習（必修）

法律・行政実習B

経営実習

経済実習

地域環境調査実習A

地域環境調査実習B

地域環境調査実習C

地域環境調査実習D

地域環境調査実習E

公共政策論 刑法Ⅰ 刑法Ⅱ 労働法Ⅱ

民法Ⅱ 科学技術政策論 行政法Ⅱ 国際協力論Ⅱ

憲法Ⅱ 民法Ⅲ 比較政策論

国際関係論Ⅱ 行政学Ⅱ

会社法 労働法Ⅰ

市民協働論 政治過程論

政策過程論 商取引法

国際協力論Ⅰ

政策分析論

企業論 経営管理論Ⅰ ファイナンス論Ⅰ 経済史

マクロ経済学Ⅱ 金融論 経営管理論Ⅱ ファイナンス論Ⅱ

中小企業論 公益事業論

簿記・会計論Ⅱ 地場産業・企業研究

ミクロ経済学Ⅱ 農業政策論

地域経済論 消費者行動論

農業経済論

マーケティング論

環境科学概論 大気環境論 地域交通論 地域資源管理論

自然災害論 環境社会学 自然環境保全論 地域文化論

住民生活論 環境アセスメント論 地域防災論

生態学基礎 現代社会とサステナビリティ 地圏環境論

水環境論 社会ネットワーク論 里地里山整備論

地域生態学 野生動物管理論

まちづくり論

卒業論文・研究 卒業論文・研究（通年）

自由聴講科目 フィールド研究

キャリア教育科目群
※上段必修

コース基幹科目
群
※自コースのも
のは必修

政策コア科目群(必修)

法律・行政
系科目

経済・経営
系科目

地域社会・
環境系科目

調査・分析科目群
※上段必修

演習科目群

実習科目群

法律・行政
系科目

展開科目群

経済・経営
系科目

地域社会・
環境系科目
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境
と
政

策

政
治

学

調 査 分 析 手 法 に 関 す る 科 目

社
会

学

総合政策学部　カリキュラムマップ

１年次 ２年次 ３年次 ４年次

政策論Ⅰ 政治学 政策論Ⅱ

法律学基礎 環境と政策

経済学基礎 地域と政策

民法Ⅰ 行政学Ⅰ 行政法Ⅰ

憲法Ⅰ 国際関係論Ⅰ

経営学 ミクロ経済学Ⅰ 財政学

マクロ経済学Ⅰ 簿記・会計論Ⅰ

社会学 農山村再生論 サスティナビリティ論

地理学 地域・都市計画論

キャリア・デザインⅠ キャリア・デザインⅡ キャリア・デザインⅢ

インターンシップ

基礎数理Ⅰ 統計学Ⅰ 社会調査概論

基礎数理Ⅱ 統計学Ⅱ 量的調査法 質的調査法

ゲーム理論 オペレーションズ・リサーチ

多変量解析

空間解析論

専門演習入門 専門演習Ⅰ 専門演習Ⅱ 専門演習Ⅲ 専門演習Ⅳ

法律・行政実習A 共通調査実習（必修）

法律・行政実習B

経営実習

経済実習

地域環境調査実習A

地域環境調査実習B

地域環境調査実習C

地域環境調査実習D

地域環境調査実習E

公共政策論 刑法Ⅰ 刑法Ⅱ 労働法Ⅱ

民法Ⅱ 科学技術政策論 行政法Ⅱ 国際協力論Ⅱ

憲法Ⅱ 民法Ⅲ 比較政策論

国際関係論Ⅱ 行政学Ⅱ

会社法 労働法Ⅰ

市民協働論 政治過程論

政策過程論 商取引法

国際協力論Ⅰ

政策分析論

企業論 経営管理論Ⅰ ファイナンス論Ⅰ 経済史

マクロ経済学Ⅱ 金融論 経営管理論Ⅱ ファイナンス論Ⅱ

中小企業論 公益事業論

簿記・会計論Ⅱ 地場産業・企業研究

ミクロ経済学Ⅱ 農業政策論

地域経済論 消費者行動論

農業経済論

マーケティング論

環境科学概論 大気環境論 地域交通論 地域資源管理論

自然災害論 環境社会学 自然環境保全論 地域文化論

住民生活論 環境アセスメント論 地域防災論

生態学基礎 現代社会とサステナビリティ 地圏環境論

水環境論 社会ネットワーク論 里地里山整備論

地域生態学 野生動物管理論

まちづくり論

卒業論文・研究 卒業論文・研究（通年）

自由聴講科目 フィールド研究

キャリア教育科目群
※上段必修

コース基幹科目
群
※自コースのも
のは必修

政策コア科目群(必修)

法律・行政
系科目

経済・経営
系科目

地域社会・
環境系科目

調査・分析科目群
※上段必修

演習科目群

実習科目群

法律・行政
系科目

展開科目群

経済・経営
系科目

地域社会・
環境系科目
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総合政策学部



Ⅱ　授　業　科　目
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総合政策学部

1 専門科目

必修 選択 自由

政策論I １前 2 ○

法律学基礎 １前 2 ○

経済学基礎 １前 2 ○

政治学 １後 2 ○

環境と政策 １後 2 ○

地域と政策 １後 2 ○

政策論II ３前 2 ○

民法I １後 2 ○

憲法I １後 2 ○

行政学I（地方自治論を含む。） ２前 2 ○

国際関係論I ２前 2 ○

行政法I ２後 2 ○

経営学 １後 2 ○

マクロ経済学I １後 2 ○

ミクロ経済学I ２前 2 ○

簿記・会計論I ２前 2 ○

財政学 ２後 2 ○

社会学 １後 2 ○

地理学 １後 2 ○

農山村再生論 ２前 2 ○

地域・都市計画論 ２前 2 ○

サステナビリティ論 ２後 2 ○

公共政策論 ２前 2 ○

民法II ２前 2 ○

憲法II ２前 2 ○

刑法I ２後 2 ○

科学技術政策論 ２後 2 ○

民法III ２後 2 ○

国際関係論II ２後 2 ○

会社法 ２後 2 ○

市民協働論 ２後 2 ○

政策過程論 ２後 2 ○

刑法II ３前 2 ○

行政法II ３前 2 ○

比較政策論 ３前 2 ○

行政学II ３前 2 ○

労働法Ⅰ ３前 2 ○

政治過程論 ３前 2 ○

商取引法 ３前 2 ○

政策分析論 ３前 2 ○

国際協力論I ３前 2 ○

労働法Ⅱ ３後 2 ○

国際協力論II ３後 2 ○

企業論 ２前 2 ○

マクロ経済学II ２前 2 ○

経営管理論I ２後 2 ○

金融論 ２後 2 ○

中小企業論 ２後 2 ○

簿記・会計論II ２後 2 ○

ミクロ経済学II ２後 2 ○

地域経済論 ２後 2 ○

農業経済学 ２後 2 ○

マーケティング論 ２後 2 ○

ファイナンス論I ３前 2 ○

経営管理論II ３前 2 ○

公益事業論 ３前 2 ○

地場産業・企業研究 ３前 2 ○

農業政策論 ３前 2 ○

消費者行動論 ３前 2 ○

経済史 ３後 2 ○

ファイナンス論II ３後 2 ○

(注)

コ
ー

ス
基
幹
科
目

法
律
・
行
政

コ
ー

ス

経
済
・
経
営

コ
ー

ス

地
域
社
会
・

環
境
コ
ー

ス

法
律
・
行
政
コ
ー

ス

自コースから選択２０単位以上、
自コース以外から選択４単位以
上修得し、合計３２単位以上。た
だし、自コース以外の単位数に
は、卒業要件単位を超えるコー
ス基幹科目および調査・分析科
目の単位（上限なし）、他学部専
門科目および他大学専門科目
（計８単位以下）を含めることが
できる。

GPA
対象

（2）他学部および他大学の専門科目の履修方法については、本書ｐ.14～18を参照してくだい。または、学生センター職員や学部教務委員の先生に相
談してください。

（1）開講期（前期・後期）は、非常勤講師の都合などにより、やむを得ず変更になる場合があります。時間割表や掲示で確認してください。

経
済
・
経
営
コ
ー

ス

授　業　科　目　の　名　称 開講年次
単位数

備　　　考

専
門
科
目

政
策
コ
ア
科
目

必修　14単位

自コースの必修１０単位、他の
コースから選択８単位修得し、合
計１８単位

展
開
科
目

必修 選択 自由

環境科学概論 ２前 2 ○

自然災害論 ２前 2 ○

大気環境論 ２後 2 ○

環境社会学 ２後 2 ○

住民生活論 ２後 2 ○

生態学基礎 ２後 2 ○

水環境論 ２後 2 ○

地域交通論 ３前 2 ○

自然環境保全論 ３前 2 ○

環境アセスメント論 ３前 2 ○

現代社会とサステナビリティ ３前 2 ○

社会ネットワーク論 ３前 2 ○

地域生態学 ３前 2 ○

地域資源管理論 ３後 2 ○

地域文化論 ３後 2 ○

地域防災論 ３後 2 ○

地圏環境論 ３後 2 ○

里地里山整備論 ３後 2 ○

野生動物管理論 ３後 2 ○

まちづくり論 ３後 2 ○

２　前～ 8

４　後 以下

キャリア・デザインI １後 2 ○

キャリア・デザインII ２前 2 ○

キャリア・デザインIII ３前 2 ○

インターンシップ ２前 1 ○

基礎数理I １前 2 ○

統計学I １後 2 ○

社会調査概論 ２前 2 ○

基礎数理II １後 2 ○

統計学II ２前 2 ○

ゲーム理論 ２前 2 ○

量的調査法 ２後 2 ○

オペレーションズ・リサーチ ２後 2 ○

多変量解析 ２後 2 ○

空間解析論 ２後 2 ○

質的調査法 ３前 2 ○

専門演習入門 ２後 2 ○

専門演習Ⅰ ３前 2 ○

専門演習Ⅱ ３後 2 ○

専門演習Ⅲ ４前 2 ○

専門演習Ⅳ ４後 2 ○

共通 共通調査実習 ３後 2 ○

法律・行政実習A ３前 2 ○

法律・行政実習B ３前 2 ○

経営実習 ３前 2 ○

経済実習 ３前 2 ○

地域環境調査実習Ａ ３前 2 ○

地域環境調査実習Ｂ ３前 2 ○

地域環境調査実習Ｃ ３前 2 ○

地域環境調査実習Ｄ ３前 2 ○

地域環境調査実習Ｅ ３前 2 ○

フィールド研究 ２　前 2自由聴講科目

実
習
科
目

経
済
・

経
営

コ
ー

ス

地
域
社
会
・

環
境
コ
ー

ス

卒業論文・

研究
卒業論文・研究 ４ 3

法
律
・

行
政

コ
ー

ス

専
門
科
目

必修　3単位

GPA
対象

自コースから選択２０単位以上、
自コース以外から選択４単位以
上修得し、合計３２単位以上。た
だし、自コース以外の単位数に
は、卒業要件単位を超えるコー
ス基幹科目および調査・分析科
目の単位（上限なし）、他学部専
門科目および他大学専門科目
（計８単位以下）を含めることが
できる。

必修　６単位
選択　６単位以上

演
習
科
目

調
査
・
分
析
科
目

必修　10単位

キャリア教育科目 必修　６単位

展
開
科
目

地
域
社
会
・
環
境
コ
ー

ス

（他学部専門科目）

（他大学専門科目）

必修２単位、自コースの実習か
ら選択２単位以上。

授　業　科　目　の　名　称 開講年次
単位数

備　　　考
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Ⅱ　授業科目

1 専門科目

必修 選択 自由

政策論I １前 2 ○

法律学基礎 １前 2 ○

経済学基礎 １前 2 ○

政治学 １後 2 ○

環境と政策 １後 2 ○

地域と政策 １後 2 ○

政策論II ３前 2 ○

民法I １後 2 ○

憲法I １後 2 ○

行政学I（地方自治論を含む。） ２前 2 ○

国際関係論I ２前 2 ○

行政法I ２後 2 ○

経営学 １後 2 ○

マクロ経済学I １後 2 ○

ミクロ経済学I ２前 2 ○

簿記・会計論I ２前 2 ○

財政学 ２後 2 ○

社会学 １後 2 ○

地理学 １後 2 ○

農山村再生論 ２前 2 ○

地域・都市計画論 ２前 2 ○

サステナビリティ論 ２後 2 ○

公共政策論 ２前 2 ○

民法II ２前 2 ○

憲法II ２前 2 ○

刑法I ２後 2 ○

科学技術政策論 ２後 2 ○

民法III ２後 2 ○

国際関係論II ２後 2 ○

会社法 ２後 2 ○

市民協働論 ２後 2 ○

政策過程論 ２後 2 ○

刑法II ３前 2 ○

行政法II ３前 2 ○

比較政策論 ３前 2 ○

行政学II ３前 2 ○

労働法Ⅰ ３前 2 ○

政治過程論 ３前 2 ○

商取引法 ３前 2 ○

政策分析論 ３前 2 ○

国際協力論I ３前 2 ○

労働法Ⅱ ３後 2 ○

国際協力論II ３後 2 ○

企業論 ２前 2 ○

マクロ経済学II ２前 2 ○

経営管理論I ２後 2 ○

金融論 ２後 2 ○

中小企業論 ２後 2 ○

簿記・会計論II ２後 2 ○

ミクロ経済学II ２後 2 ○

地域経済論 ２後 2 ○

農業経済学 ２後 2 ○

マーケティング論 ２後 2 ○

ファイナンス論I ３前 2 ○

経営管理論II ３前 2 ○

公益事業論 ３前 2 ○

地場産業・企業研究 ３前 2 ○

農業政策論 ３前 2 ○

消費者行動論 ３前 2 ○

経済史 ３後 2 ○

ファイナンス論II ３後 2 ○

(注)

コ
ー

ス
基
幹
科
目

法
律
・
行
政

コ
ー

ス

経
済
・
経
営

コ
ー

ス

地
域
社
会
・

環
境
コ
ー

ス

法
律
・
行
政
コ
ー

ス

自コースから選択２０単位以上、
自コース以外から選択４単位以
上修得し、合計３２単位以上。た
だし、自コース以外の単位数に
は、卒業要件単位を超えるコー
ス基幹科目および調査・分析科
目の単位（上限なし）、他学部専
門科目および他大学専門科目
（計８単位以下）を含めることが
できる。

GPA
対象

（2）他学部および他大学の専門科目の履修方法については、本書ｐ.14～18を参照してくだい。または、学生センター職員や学部教務委員の先生に相
談してください。

（1）開講期（前期・後期）は、非常勤講師の都合などにより、やむを得ず変更になる場合があります。時間割表や掲示で確認してください。

経
済
・
経
営
コ
ー

ス

授　業　科　目　の　名　称 開講年次
単位数

備　　　考

専
門
科
目

政
策
コ
ア
科
目

必修　14単位

自コースの必修１０単位、他の
コースから選択８単位修得し、合
計１８単位

展
開
科
目

必修 選択 自由

環境科学概論 ２前 2 ○

自然災害論 ２前 2 ○

大気環境論 ２後 2 ○

環境社会学 ２後 2 ○

住民生活論 ２後 2 ○

生態学基礎 ２後 2 ○

水環境論 ２後 2 ○

地域交通論 ３前 2 ○

自然環境保全論 ３前 2 ○

環境アセスメント論 ３前 2 ○

現代社会とサステナビリティ ３前 2 ○

社会ネットワーク論 ３前 2 ○

地域生態学 ３前 2 ○

地域資源管理論 ３後 2 ○

地域文化論 ３後 2 ○

地域防災論 ３後 2 ○

地圏環境論 ３後 2 ○

里地里山整備論 ３後 2 ○

野生動物管理論 ３後 2 ○

まちづくり論 ３後 2 ○

２　前～ 8

４　後 以下

キャリア・デザインI １後 2 ○

キャリア・デザインII ２前 2 ○

キャリア・デザインIII ３前 2 ○

インターンシップ ２前 1 ○

基礎数理I １前 2 ○

統計学I １後 2 ○

社会調査概論 ２前 2 ○

基礎数理II １後 2 ○

統計学II ２前 2 ○

ゲーム理論 ２前 2 ○

量的調査法 ２後 2 ○

オペレーションズ・リサーチ ２後 2 ○

多変量解析 ２後 2 ○

空間解析論 ２後 2 ○

質的調査法 ３前 2 ○

専門演習入門 ２後 2 ○

専門演習Ⅰ ３前 2 ○

専門演習Ⅱ ３後 2 ○

専門演習Ⅲ ４前 2 ○

専門演習Ⅳ ４後 2 ○

共通 共通調査実習 ３後 2 ○

法律・行政実習A ３前 2 ○

法律・行政実習B ３前 2 ○

経営実習 ３前 2 ○

経済実習 ３前 2 ○

地域環境調査実習Ａ ３前 2 ○

地域環境調査実習Ｂ ３前 2 ○

地域環境調査実習Ｃ ３前 2 ○

地域環境調査実習Ｄ ３前 2 ○

地域環境調査実習Ｅ ３前 2 ○

フィールド研究 ２　前 2自由聴講科目

実
習
科
目

経
済
・

経
営

コ
ー

ス

地
域
社
会
・

環
境
コ
ー

ス

卒業論文・

研究
卒業論文・研究 ４ 3

法
律
・

行
政

コ
ー

ス

専
門
科
目

必修　3単位

GPA
対象

自コースから選択２０単位以上、
自コース以外から選択４単位以
上修得し、合計３２単位以上。た
だし、自コース以外の単位数に
は、卒業要件単位を超えるコー
ス基幹科目および調査・分析科
目の単位（上限なし）、他学部専
門科目および他大学専門科目
（計８単位以下）を含めることが
できる。

必修　６単位
選択　６単位以上

演
習
科
目

調
査
・
分
析
科
目

必修　10単位

キャリア教育科目 必修　６単位

展
開
科
目

地
域
社
会
・
環
境
コ
ー

ス

（他学部専門科目）

（他大学専門科目）

必修２単位、自コースの実習か
ら選択２単位以上。

授　業　科　目　の　名　称 開講年次
単位数

備　　　考
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総合政策学部



履修登録下書き表
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総合政策学部

◆基本的な時間割の組み方◆

　手順①「基盤教育科目」の必修科目を入れます。

　手順②自分の学部の「専門科目」の必修科目を入れます。

　手順③空いているところに「専門科目」の選択科目を入れます。

　手順④さらに空いているところに「基盤教育科目」の選択科目を入れます。

　手順⑤単位数を合計し、「各学期に履修できる単位数の上限」を超えていないことを確認します。

１ 年生 前 期

2 2

1 2 2 2

2 2 1 2

2 1

1

22
単位

22
単位

※履修登録単位数の上限はＰ.46で確認してください。

政策論Ⅰ 体育実技

英語基礎演習Ⅰ

手順①

大学で学ぶ、大学を学ぶ 地域コミュニティとまちづくり

２時限
手順① 手順① 手順④ 手順④

基礎教養入門Ⅰ 法律学基礎

時間割を全て組み終えたら、履修登録をしましょう！

単位数の上限 合計単位数

≧

集中講義・
実習など

手順②

英語実践演習Ⅰ 情報リテラシー

経済学基礎 基礎数理Ⅰ

文学の世界 地域と情報

手順① 手順④ 手順① 手順②

１時限
手順②

３時限

４時限
手順② 手順④

５時限

履修登録下書き表【記入例】

月 火 水 木 金

　授業科目一覧表で自分の年次に開講される科目を確認し、時間割を見ながら次の手順に従って時
間割を埋めていきます。科目選択の際は、必ずシラバスに目を通し授業内容を確認してください。

　　　　　　※履修登録単位数の上限に「自由聴講科目」、「キャリア科目」、「プロジェクト科目」は含まれません。

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

 　 　　年生 　 　期

単位 単位

集中講義・
実習など

4時限

5時限

3時限

2時限

≧

履修上限単位数 合計単位数

履修登録下書き表

月 火 水 木 金

1時限

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

Ｗｅｂ学生便覧

ＱＲコード

シラバス検索画面

ＱＲコード
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履修登録下書き表

◆基本的な時間割の組み方◆

　手順①「基盤教育科目」の必修科目を入れます。

　手順②自分の学部の「専門科目」の必修科目を入れます。

　手順③空いているところに「専門科目」の選択科目を入れます。

　手順④さらに空いているところに「基盤教育科目」の選択科目を入れます。

　手順⑤単位数を合計し、「各学期に履修できる単位数の上限」を超えていないことを確認します。

１ 年生 前 期

2 2

1 2 2 2

2 2 1 2

2 1

1

22
単位

22
単位

※履修登録単位数の上限はＰ.46で確認してください。

政策論Ⅰ 体育実技

英語基礎演習Ⅰ

手順①

大学で学ぶ、大学を学ぶ 地域コミュニティとまちづくり

２時限
手順① 手順① 手順④ 手順④

基礎教養入門Ⅰ 法律学基礎

時間割を全て組み終えたら、履修登録をしましょう！

単位数の上限 合計単位数

≧

集中講義・
実習など

手順②

英語実践演習Ⅰ 情報リテラシー

経済学基礎 基礎数理Ⅰ

文学の世界 地域と情報

手順① 手順④ 手順① 手順②

１時限
手順②

３時限

４時限
手順② 手順④

５時限

履修登録下書き表【記入例】

月 火 水 木 金

　授業科目一覧表で自分の年次に開講される科目を確認し、時間割を見ながら次の手順に従って時
間割を埋めていきます。科目選択の際は、必ずシラバスに目を通し授業内容を確認してください。

　　　　　　※履修登録単位数の上限に「自由聴講科目」、「キャリア科目」、「プロジェクト科目」は含まれません。

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

 　 　　年生 　 　期

単位 単位

集中講義・
実習など

4時限

5時限

3時限

2時限

≧

履修上限単位数 合計単位数

履修登録下書き表

月 火 水 木 金

1時限

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

Ｗｅｂ学生便覧

ＱＲコード

シラバス検索画面

ＱＲコード
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総合政策学部

 　 　　年生 　 　期

単位 単位

集中講義・
実習など

4時限

5時限

3時限

2時限

≧

履修上限単位数 合計単位数

履修登録下書き表

月 火 水 木 金

1時限

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

Ｗｅｂ学生便覧

ＱＲコード

シラバス検索画面

ＱＲコード

 　 　　年生 　 　期

単位 単位

集中講義・
実習など

4時限

5時限

3時限

2時限

≧

履修上限単位数 合計単位数

履修登録下書き表

月 火 水 木 金

1時限

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

Ｗｅｂ学生便覧

ＱＲコード

シラバス検索画面

ＱＲコード
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履修登録下書き表

 　 　　年生 　 　期

単位 単位

集中講義・
実習など

4時限

5時限

3時限

2時限

≧

履修上限単位数 合計単位数

履修登録下書き表

月 火 水 木 金

1時限

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

Ｗｅｂ学生便覧

ＱＲコード

シラバス検索画面

ＱＲコード

 　 　　年生 　 　期

単位 単位

集中講義・
実習など

4時限

5時限

3時限

2時限

≧

履修上限単位数 合計単位数

履修登録下書き表

月 火 水 木 金

1時限

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

Ｗｅｂ学生便覧

ＱＲコード

シラバス検索画面

ＱＲコード
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総合政策学部

 　 　　年生 　 　期

単位 単位

集中講義・
実習など

4時限

5時限

3時限

2時限

≧

履修上限単位数 合計単位数

履修登録下書き表

月 火 水 木 金

1時限

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

Ｗｅｂ学生便覧

ＱＲコード

シラバス検索画面

ＱＲコード

 　 　　年生 　 　期

単位 単位

集中講義・
実習など

4時限

5時限

3時限

2時限

≧

履修上限単位数 合計単位数

履修登録下書き表

月 火 水 木 金

1時限

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

Ｗｅｂ学生便覧

ＱＲコード

シラバス検索画面

ＱＲコード
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履修登録下書き表履修登録下書き表

 　 　　年生 　 　期

単位 単位

集中講義・
実習など

4時限

5時限

3時限

2時限

≧

履修上限単位数 合計単位数

履修登録下書き表

月 火 水 木 金

1時限

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

Ｗｅｂ学生便覧

ＱＲコード

シラバス検索画面

ＱＲコード

 　 　　年生 　 　期

単位 単位

集中講義・
実習など

4時限

5時限

3時限

2時限

≧

履修上限単位数 合計単位数

履修登録下書き表

月 火 水 木 金

1時限

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

Ｗｅｂ学生便覧

ＱＲコード

シラバス検索画面

ＱＲコード
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総合政策学部

 　 　　年生 　 　期

単位 単位

集中講義・
実習など

4時限

5時限

3時限

2時限

≧

履修上限単位数 合計単位数

履修登録下書き表

月 火 水 木 金

1時限

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

Ｗｅｂ学生便覧

ＱＲコード

シラバス検索画面

ＱＲコード

 　 　　年生 　 　期

単位 単位

集中講義・
実習など

4時限

5時限

3時限

2時限

≧

履修上限単位数 合計単位数

履修登録下書き表

月 火 水 木 金

1時限

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

Ｗｅｂ学生便覧

ＱＲコード

シラバス検索画面

ＱＲコード
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履修登録下書き表履修登録下書き表

 　 　　年生 　 　期

単位 単位

集中講義・
実習など

4時限

5時限

3時限

2時限

≧

履修上限単位数 合計単位数

履修登録下書き表

月 火 水 木 金

1時限

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

Ｗｅｂ学生便覧

ＱＲコード

シラバス検索画面

ＱＲコード

 　 　　年生 　 　期

単位 単位

集中講義・
実習など

4時限

5時限

3時限

2時限

≧

履修上限単位数 合計単位数

履修登録下書き表

月 火 水 木 金

1時限

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

Ｗｅｂ学生便覧

ＱＲコード

シラバス検索画面

ＱＲコード
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総合政策学部

 　 　　年生 　 　期

単位 単位

集中講義・
実習など

4時限

5時限

3時限

2時限

≧

履修上限単位数 合計単位数

履修登録下書き表

月 火 水 木 金

1時限

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

Ｗｅｂ学生便覧

ＱＲコード

シラバス検索画面

ＱＲコード



総合政策研究科

 　 　　年生 　 　期

単位 単位

集中講義・
実習など

4時限

5時限

3時限

2時限

≧

履修上限単位数 合計単位数

履修登録下書き表

月 火 水 木 金

1時限

・科目名

・単位数
を書き入れましょう。

Ｗｅｂ学生便覧

ＱＲコード

シラバス検索画面

ＱＲコード





Ⅰ　総合政策研究科の概要



総合政策研究科 AP・DP・CP

 

■ 入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

総合政策研究科博士前期課程では、ディプロマ・ポリシー（修了認定・学位授与の方針）およびカ

リキュラム・ポリシー（教育課程編成の方針）に定める教育を受けるに当たって、次に示すような知識・

技能や能力、目的意識・意欲を備えた人を求めます。 

(1) 法律・行政・経済・経営政策や地域・環境政策等に関する専門的知識の修得を目指す人 

(2) 公共政策や経営方針の策定や、その適切な実施・評価の可能な専門性を修得したい人 

(3) 社会の新たな担い手であるNPO・NGOなどで活躍しながら、さらに幅広い見識を修得し、高度な

専門職能を発揮したいと考えている人 

(4) 地域振興（震災復興を含む）に関する調査研究を通じて、地域社会に貢献したい人 

(5) 社会人としての実践・実務経験と学問的・理論体系を接続させることにより、さらなるステップ 

アップを図りたい人 

 

博士前期課程においては、「公共政策」「企業経営」「地域社会・環境」の 3 分野を設定しますが、

学生は各分野に属するのではなく、自らの研究テーマに応じ、分野の枠を超えて指導教員を選択し、

授業科目を選択することができます。 

さらに、働きながら専門知識を身につけたい学生の利便を図るため、すべての授業科目を昼夜開

講制とします。 

 

総合政策研究科博士後期課程では、ディプロマ・ポリシー（修了認定・学位授与の方針）およびカ

リキュラム・ポリシー（教育課程編成の方針）に定める教育を受けるに当たって、次に示すような知識・

技能や能力、目的意識・意欲を備えた人を求めます。 

(1) 行政・経営系および環境・地域系を含む政策系諸科学の分野を持つ大学、研究所等の研究 

機関における研究者を目指す人 

(2) 地域あるいは環境問題（震災および復興過程に関する学術研究を含む）への深い学識を踏 

まえながら、行政・経営系の高度な研究能力を発揮し得る、シンクタンク等の実践的研究者を 

目指す人 

(3) 企業、自治体、NPO 等からの社会人入学者については、行政・経営系および環境・地域系を 

含む政策系諸科学に関する高度の学識を持つ指導的実践者を目指す人 

 

博士後期課程においては、研究指導科目を単位化するとともに、研究者や教育者として必要とさ

れる技能を修得するための「コースワーク」の科目を設置します。 
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Ⅰ　総合政策研究科の概要

総合政策研究科 AP・DP・CP

■ 入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

総合政策研究科博士前期課程では、ディプロマ・ポリシー（修了認定・学位授与の方針）およびカ

リキュラム・ポリシー（教育課程編成の方針）に定める教育を受けるに当たって、次に示すような知識・

技能や能力、目的意識・意欲を備えた人を求めます。

(1) 法律・行政・経済・経営政策や地域・環境政策等に関する専門的知識の修得を目指す人

(2) 公共政策や経営方針の策定や、その適切な実施・評価の可能な専門性を修得したい人

(3) 社会の新たな担い手であるNPO・NGOなどで活躍しながら、さらに幅広い見識を修得し、高度な

専門職能を発揮したいと考えている人

(4) 地域振興（震災復興を含む）に関する調査研究を通じて、地域社会に貢献したい人

(5) 社会人としての実践・実務経験と学問的・理論体系を接続させることにより、さらなるステップ

アップを図りたい人

博士前期課程においては、「公共政策」「企業経営」「地域社会・環境」の 3 分野を設定しますが、

学生は各分野に属するのではなく、自らの研究テーマに応じ、分野の枠を超えて指導教員を選択し、

授業科目を選択することができます。

さらに、働きながら専門知識を身につけたい学生の利便を図るため、すべての授業科目を昼夜開

講制とします。

総合政策研究科博士後期課程では、ディプロマ・ポリシー（修了認定・学位授与の方針）およびカ

リキュラム・ポリシー（教育課程編成の方針）に定める教育を受けるに当たって、次に示すような知識・

技能や能力、目的意識・意欲を備えた人を求めます。

(1) 行政・経営系および環境・地域系を含む政策系諸科学の分野を持つ大学、研究所等の研究

機関における研究者を目指す人

(2) 地域あるいは環境問題（震災および復興過程に関する学術研究を含む）への深い学識を踏

まえながら、行政・経営系の高度な研究能力を発揮し得る、シンクタンク等の実践的研究者を

目指す人

(3) 企業、自治体、NPO 等からの社会人入学者については、行政・経営系および環境・地域系を

含む政策系諸科学に関する高度の学識を持つ指導的実践者を目指す人

博士後期課程においては、研究指導科目を単位化するとともに、研究者や教育者として必要とさ

れる技能を修得するための「コースワーク」の科目を設置します。
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総合政策研究科

■ 卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

Ⅰ 総合政策研究科博士前期課程

総合政策研究科博士前期課程においては、本学の建学の理念、教育の特色、教育研究上の目

的を踏まえ、次のような人材の養成を図ります。

１ 法律・行政・経済・経営政策や地域社会・環境政策において、高度かつ専門的な知識を持ち社

会に貢献できる人材

２ 公共政策や企業における先見的な経営方針を策定・評価できる人材

３ 地域社会・環境問題に対する専門的調査・分析能力をそなえた人材

４ 地域振興（震災復興を含む）をはじめとする国内外の諸問題に即応するため、専門的かつ学際

的な知識を駆使できる人材

総合政策研究科は、本学学則に定める修了要件を満たした学生を、次に掲げる「学生が修了ま

でに身につけるべき能力」を備えたものとして、博士前期課程においては学位「修士（学術）」を授与

します。

学生が修了までに身につけるべき能力

研究テーマにかかわらず学生が共通に身につけておくべき能力は以下の５つの能力です。

DP１ 自然や社会における現象の中から問題を発見し、適切な研究課題を設定できる

DP２ 急激な社会等の変化を敏感に察知し、又は先んじて自らの行動や研究テーマを柔軟に変

えることができる

DP３ 問題に対して専門的な調査分析を行い、理解を深めることができる

DP４ 問題の解決のために、自らの専門分野だけではなく、他の分野の視点を踏まえた総合的な

思考ができる

DP５ 思考の結果を適切な方法で第三者に伝えることができる

Ⅱ 総合政策研究科博士後期課程

総合政策研究科後期課程においては、本学の建学の理念、教育の特色、教育研究上の目的を

踏まえ、次のような人材の養成を図ります。

１ 法律・行政・経済・経営政策や地域・環境政策において、高度かつ専門的な知識を持ち社会に

貢献できる人材

２ 公共政策や企業における高度に先見的な経営方針を策定・評価できる人材

３ 地域社会・環境問題に対する高度に専門的調査・分析能力をそなえた人材

４ 地域振興（震災および復興過程に関する学術研究を含む）をはじめとする国内外の諸問題に即

応するため、高度に専門的かつ学際的な知識を駆使できる人材

５ 上記各項目のより高度な能力を修得し、地域課題や国際的な課題の解決に寄与するとともに、

研究者や教育者として活躍できる人材

総合政策研究科は、本学学則に定める修了要件を満たした学生を、次に掲げる「学生が修了まで

に身につけるべき能力」を備えたものとして、学位「博士（学術）」を授与します。

学生が修了までに身につけるべき能力は以下の 6 つの能力です。

DP１ 学界に対し学術的に貢献しうる先進的な研究課題を設定できる

DP２ 急激な社会等の変化を敏感に察知し、又は先んじて自らの行動や研究テーマを柔軟に変える

ことができる

DP３ 問題に対して高度に専門的な調査分析方法を開発し、効果的に適用できる

DP４ 問題の解決のために、学際的な視点を踏まえた考察ができる

DP５ 思考の結果を学問的に厳正な方法で他の研究者に伝えられる

DP６ 研究の過程を適切な方法で管理できる

総合政策研究科博士前期課程および博士後期課程においては、学生がディプロマ・ポリシー

（DP）に基づいた学びを進めていくために、次のようなカリキュラム・マップを構成します。
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Ⅰ　総合政策研究科の概要

■ 卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

Ⅰ 総合政策研究科博士前期課程

総合政策研究科博士前期課程においては、本学の建学の理念、教育の特色、教育研究上の目

的を踏まえ、次のような人材の養成を図ります。

１ 法律・行政・経済・経営政策や地域社会・環境政策において、高度かつ専門的な知識を持ち社

会に貢献できる人材

２ 公共政策や企業における先見的な経営方針を策定・評価できる人材

３ 地域社会・環境問題に対する専門的調査・分析能力をそなえた人材

４ 地域振興（震災復興を含む）をはじめとする国内外の諸問題に即応するため、専門的かつ学際

的な知識を駆使できる人材

総合政策研究科は、本学学則に定める修了要件を満たした学生を、次に掲げる「学生が修了ま

でに身につけるべき能力」を備えたものとして、博士前期課程においては学位「修士（学術）」を授与

します。

学生が修了までに身につけるべき能力

研究テーマにかかわらず学生が共通に身につけておくべき能力は以下の５つの能力です。

DP１ 自然や社会における現象の中から問題を発見し、適切な研究課題を設定できる

DP２ 急激な社会等の変化を敏感に察知し、又は先んじて自らの行動や研究テーマを柔軟に変

えることができる

DP３ 問題に対して専門的な調査分析を行い、理解を深めることができる

DP４ 問題の解決のために、自らの専門分野だけではなく、他の分野の視点を踏まえた総合的な

思考ができる

DP５ 思考の結果を適切な方法で第三者に伝えることができる

Ⅱ 総合政策研究科博士後期課程

総合政策研究科後期課程においては、本学の建学の理念、教育の特色、教育研究上の目的を

踏まえ、次のような人材の養成を図ります。

１ 法律・行政・経済・経営政策や地域・環境政策において、高度かつ専門的な知識を持ち社会に

貢献できる人材

２ 公共政策や企業における高度に先見的な経営方針を策定・評価できる人材

３ 地域社会・環境問題に対する高度に専門的調査・分析能力をそなえた人材

４ 地域振興（震災および復興過程に関する学術研究を含む）をはじめとする国内外の諸問題に即

応するため、高度に専門的かつ学際的な知識を駆使できる人材

５ 上記各項目のより高度な能力を修得し、地域課題や国際的な課題の解決に寄与するとともに、

研究者や教育者として活躍できる人材

総合政策研究科は、本学学則に定める修了要件を満たした学生を、次に掲げる「学生が修了まで

に身につけるべき能力」を備えたものとして、学位「博士（学術）」を授与します。

学生が修了までに身につけるべき能力は以下の 6 つの能力です。

DP１ 学界に対し学術的に貢献しうる先進的な研究課題を設定できる

DP２ 急激な社会等の変化を敏感に察知し、又は先んじて自らの行動や研究テーマを柔軟に変える

ことができる

DP３ 問題に対して高度に専門的な調査分析方法を開発し、効果的に適用できる

DP４ 問題の解決のために、学際的な視点を踏まえた考察ができる

DP５ 思考の結果を学問的に厳正な方法で他の研究者に伝えられる

DP６ 研究の過程を適切な方法で管理できる

総合政策研究科博士前期課程および博士後期課程においては、学生がディプロマ・ポリシー

（DP）に基づいた学びを進めていくために、次のようなカリキュラム・マップを構成します。
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総合政策研究科

【総合政策研究科 博⼠前期課程】カリキュラム・マップ  
１年次 ２年次 

・教員の指導のもとで⾃⼰の研究
計画を明確にして、これを着実に
遂⾏できる基礎的な能⼒を⾝につ
ける 
・⾃⼰の研究テーマに必要な専⾨
知識（公共政策や企業における先
⾒的なマネジメントの⽅針に関す
る策定・評価⼿法や地域社会・環境
問題に対する専⾨的調査・分析能
⼒）の基礎を⾝につける 

・⾃⼰の研究成果を学術的な観点
から⾃⼰評価できる 
・⾃⼰の研究成果を学術的な⽅法
で報告し、他者と学術的なコミュ
ニケーションを図ることができる
・地域振興（震災復興を含む）、公
共政策、企業経営、地域社会・環境
などの分野で、各⾃が将来に必要
となる専⾨的かつ学際的な知識を
取得するための素養を⾝につける  

ＤＰ１ 
⾃然や社会における
現象の中から問題を
発⾒し、適切な研究
課題を設定できる 

総合政策演習 

総合政策研究指導Ⅰ、Ⅱ 

総合政策基幹科⽬Ⅰ、Ⅱの各科⽬

総合政策研究指導Ⅲ、Ⅳ 

ＤＰ２ 
急激な社会等の変化
を敏感に察知し、⼜
は先んじて⾃らの⾏
動や研究テーマを柔
軟に変えることがで
きる

総合政策演習 

総合政策研究指導Ⅰ、Ⅱ

総合政策基幹科⽬Ⅰ、Ⅱの各科⽬

総合政策研究指導Ⅲ、Ⅳ

ＤＰ３ 
問題に対して専⾨的
な調査分析を⾏い、
理解を深めることが
できる 

総合政策基幹科⽬Ⅰ、Ⅱの各科⽬

総合政策研究指導Ⅰ、Ⅱ

総合政策研究指導Ⅲ、Ⅳ

ＤＰ４ 
問題の解決のため
に、⾃らの専⾨分野
だけではなく、他の
分野の視点を踏まえ
た総合的な思考がで
きる

総合政策基幹科⽬Ⅰ、Ⅱの各科⽬

総合政策演習 

総合政策研究指導Ⅰ、Ⅱ

総合政策基幹科⽬Ⅰ、Ⅱの各科⽬

総合政策研究指導Ⅲ、Ⅳ

ＤＰ５ 
思考の結果を適切な
⽅法で第三者に伝え
ることができる 

総合政策研究指導Ⅰ、Ⅱ 総合政策研究指導Ⅲ、Ⅳ

ディプロマ・
ポリシー

学年 
⽬標 

【総合政策研究科 博⼠後期課程】カリキュラム・マップ
１年次 ２年次 ３年次

・公共政策や企業におけ
る⾼度に先⾒的なマネ
ジメントの⽅針を策定・
評価できる
・地域社会・環境問題に
対する⾼度に専⾨的な
調査・分析能⼒をそなえ
る

・地域振興（震災復興を
含む）をはじめとする国
内外の諸問題に即応す
るため、⾼度に専⾨的か
つ学際的な知識を駆使
できる

・公共政策、企業経営、地
域社会・環境において、⾼
度かつ専⾨的な知識を持
ち社会に貢献できる
・１から３年次までの各
⽬標のより⾼度な能⼒を
取得し、地域課題や国際
的な課題の解決に寄与す
る能⼒をそなえる

ＤＰ１
学界に対し学術的に
貢献しうる先進的な
研究課題を設定でき
る

総合政策特別研究の各
科⽬
総合政策特別研究指導
Ⅰ

総合政策特別研究の各
科⽬
総合政策特別研究指導
Ⅱ

総合政策特別研究指導
Ⅲ

ＤＰ２
急激な社会等の変化
を敏感に察知し、⼜
は先んじて⾃らの⾏
動や研究テーマを柔
軟に変えることがで
きる

総合政策特別研究の各
科⽬

総合政策特別研究の各
科⽬

総合政策特別研究指導
Ⅲ

ＤＰ３
問題に対して⾼度に
専⾨的な調査分析⽅
法を開発し、効果的
に適⽤できる

総合政策特別研究指導
Ⅰ

総合政策特別研究指導
Ⅱ

総合政策特別研究指導
Ⅲ

ＤＰ４
問題の解決のため
に、学際的な視点を
踏まえた考察ができ
る

総合政策特別研究の各
科⽬

総合政策特別研究の各
科⽬

総合政策特別研究指導
Ⅲ

ＤＰ５
思考の結果を学問的に
厳正な⽅法で他の研究
者に伝えられる

総合政策特別研究の各
科⽬
総合政策特別研究指導
Ⅰ

総合政策特別研究の各
科⽬
総合政策特別研究指導
Ⅱ

総合政策特別研究指導
Ⅲ

ＤＰ６
研究の過程を適切な⽅
法で管理できる

総合政策特別研究の各
科⽬
総合政策特別研究指導
Ⅰ

総合政策特別研究の各
科⽬
総合政策特別研究指導
Ⅱ

総合政策特別研究指導
Ⅲ

ディプロマ・
ポリシー

学年
⽬標
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Ⅰ　総合政策研究科の概要

【総合政策研究科 博⼠後期課程】カリキュラム・マップ
１年次 ２年次 ３年次

・公共政策や企業におけ
る⾼度に先⾒的なマネ
ジメントの⽅針を策定・
評価できる
・地域社会・環境問題に
対する⾼度に専⾨的な
調査・分析能⼒をそなえ
る

・地域振興（震災復興を
含む）をはじめとする国
内外の諸問題に即応す
るため、⾼度に専⾨的か
つ学際的な知識を駆使
できる

・公共政策、企業経営、地
域社会・環境において、⾼
度かつ専⾨的な知識を持
ち社会に貢献できる
・１から３年次までの各
⽬標のより⾼度な能⼒を
取得し、地域課題や国際
的な課題の解決に寄与す
る能⼒をそなえる

ＤＰ１
学界に対し学術的に
貢献しうる先進的な
研究課題を設定でき
る

総合政策特別研究の各
科⽬
総合政策特別研究指導
Ⅰ

総合政策特別研究の各
科⽬
総合政策特別研究指導
Ⅱ

総合政策特別研究指導
Ⅲ

ＤＰ２
急激な社会等の変化
を敏感に察知し、⼜
は先んじて⾃らの⾏
動や研究テーマを柔
軟に変えることがで
きる

総合政策特別研究の各
科⽬

総合政策特別研究の各
科⽬

総合政策特別研究指導
Ⅲ

ＤＰ３
問題に対して⾼度に
専⾨的な調査分析⽅
法を開発し、効果的
に適⽤できる

総合政策特別研究指導
Ⅰ

総合政策特別研究指導
Ⅱ

総合政策特別研究指導
Ⅲ

ＤＰ４
問題の解決のため
に、学際的な視点を
踏まえた考察ができ
る

総合政策特別研究の各
科⽬

総合政策特別研究の各
科⽬

総合政策特別研究指導
Ⅲ

ＤＰ５
思考の結果を学問的に
厳正な⽅法で他の研究
者に伝えられる

総合政策特別研究の各
科⽬
総合政策特別研究指導
Ⅰ

総合政策特別研究の各
科⽬
総合政策特別研究指導
Ⅱ

総合政策特別研究指導
Ⅲ

ＤＰ６
研究の過程を適切な⽅
法で管理できる

総合政策特別研究の各
科⽬
総合政策特別研究指導
Ⅰ

総合政策特別研究の各
科⽬
総合政策特別研究指導
Ⅱ

総合政策特別研究指導
Ⅲ

ディプロマ・
ポリシー

学年
⽬標



― 78 ―

総合政策研究科

■ 教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

Ⅰ 総合政策研究科博士前期課程

博士前期課程においては、学生は「公共政策」、「企業経営」、「地域社会・環境」の各分野にわた

る研究テーマを参考として、自らの研究テーマを設定します。そのうえで、自らの研究テーマにあった

指導教員を選択します。学生は自分の研究テーマを探求するための基幹的な専門知識を修得する

ために、指導教員と相談をしながら「総合政策基幹科目」を選択し受講します。また、「総合政策演

習」においては、指導教員が関連する分野の教員とチームを作り集団で総合的な演習・指導を行い

つつ、「総合政策研究指導」において最終的に修士論文を作成します。

さらに、働きながら専門知識を身につけたい学生等の利便を図るため、すべての科目を滝沢キャ

ンパス及びアイーナキャンパスにおいて昼夜開講します。

修士論文の作成に当たっては、学生を自立的な研究者として養成するために、学生と指導教員の

協力により研究計画を策定し、その適切な遂行と評価を重視します。作成された修士論文は、所定

の手続きに従って審査を進めていきます。

なお、修士論文は以下の基準を満たすことが求められます。

１ 研究テーマの設定の適切さ

２ 研究テーマと論述内容の整合性

３ 資料・先行研究の取扱いの適切さ

４ 論旨の一貫性

５ 論文構成の体系性

６ 論述・表現の適切さ

Ⅱ 総合政策研究科博士後期課程

博士後期課程においては、研究者として必要とされる技能を修得するための総合政策特別研究

科目（講義科目）及び総合政策研究指導科目を設置し単位化します。さらに、働きながら専門知識を

身につけたい学生等の利便を図るため、すべての授業科目を滝沢キャンパス及びアイーナキャンパ

スにおいて昼夜開講制とします。

博士論文の作成に当たっては、学生を自立的な研究者として養成するために、学生と指導教員の

協力により研究計画を策定し、その適切な遂行と評価を重視します。作成された博士論文は、所定

の手続きに従って審査を進めていきます。

なお、博士論文は、以下の基準を満たすことが求められます。

１ 学界に対する学術上の寄与

２ 研究テーマの設定の独創性

３ 資料・先行研究の取扱いの斬新さ

４ 論旨の独創性

５ 論文構成の体系性

６ 論述・表現の適切さ

総合政策研究科の概要

１．博士前期課程

科目編成 
総合政策研究科は、大学卒学生及び官公庁・企業・市民団体などに就労中で学習意欲の強い社会人を

幅広く受け入れ、入学者の幅広い興味関心や就業と学業の両立などに最大限配慮するため、滝沢キャンパ

スとアイーナキャンパスの 2 箇所で昼夜にわたるカリキュラムを編成しています。入学した学生は、各自の学

びのために最適な場所と講義を選択することができます。 

博士前期課程においては、学生は「公共政策」、「企業経営」、「地域社会・環境」３分野の研究テーマの例

を参考として、自らの研究テーマを設定します。そのうえで、自らの研究テーマにあった指導教員を選択し、

授業科目を選択します。なお、原則として在学中指導教員の変更はできません。 

「総合政策演習」においては、指導教員が関連する分野の教員とチームを作り集団で総合的な演習・指導

を行いつつ、「総合政策研究指導」において最終的に修士論文を作成します。研究テーマ例及び教員の学

問領域は以下の通りです。 

□ 研究テーマの例 

分野 研究テーマの例 

公共政策 

科学技術政策、科学技術社会論  

公法学、行政法学、フランス公法史 

民法 ・消費者法、労働法 

数量的調査分析手法を用いた公共政策の分析  

公共政策における意思決定の分析 

企業経営 

計量経済学、金融政策、ファイナンス 

労務管理論、経営管理論 

金融政策、応用ミクロ経済学の実証研究 

経済学の手法を用いた社会保障の分析  

ミクロ経済学・ゲーム理論とその応用（産業組織論、リスク・不確実性下の経済行動分

析など）」 

産業調査研究、企業研究、地域における中小企業の活動 

食産業クラスターの形成条件、農業経営に関する諸問題 

財務諸表論 

函数解析学と数理物理学の周辺 

小規模事業者の持続可能性 、農村地域における開発と女性 

公益事業（電気・通信・水道・運輸事業など）のあり方 

地域社会 

・環境 

サステナビリティ論 

まちづくり、居住環境整備、コミュニティデザイン 

地域交通政策  

人間行為の社会理論、食の体系と地域社会 

地域社会学、地域住民組織論、災害復興研究 

計量社会学 

森林計画学、森林政策学、 流域環境保全のための方策  

気象・気候学 

環境政策、エコツーリズム、環境教育、SDGs 
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Ⅰ　総合政策研究科の概要

■ 教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

Ⅰ 総合政策研究科博士前期課程

博士前期課程においては、学生は「公共政策」、「企業経営」、「地域社会・環境」の各分野にわた

る研究テーマを参考として、自らの研究テーマを設定します。そのうえで、自らの研究テーマにあった

指導教員を選択します。学生は自分の研究テーマを探求するための基幹的な専門知識を修得する

ために、指導教員と相談をしながら「総合政策基幹科目」を選択し受講します。また、「総合政策演

習」においては、指導教員が関連する分野の教員とチームを作り集団で総合的な演習・指導を行い

つつ、「総合政策研究指導」において最終的に修士論文を作成します。

さらに、働きながら専門知識を身につけたい学生等の利便を図るため、すべての科目を滝沢キャ

ンパス及びアイーナキャンパスにおいて昼夜開講します。

修士論文の作成に当たっては、学生を自立的な研究者として養成するために、学生と指導教員の

協力により研究計画を策定し、その適切な遂行と評価を重視します。作成された修士論文は、所定

の手続きに従って審査を進めていきます。

なお、修士論文は以下の基準を満たすことが求められます。

１ 研究テーマの設定の適切さ

２ 研究テーマと論述内容の整合性

３ 資料・先行研究の取扱いの適切さ

４ 論旨の一貫性

５ 論文構成の体系性

６ 論述・表現の適切さ

Ⅱ 総合政策研究科博士後期課程

博士後期課程においては、研究者として必要とされる技能を修得するための総合政策特別研究

科目（講義科目）及び総合政策研究指導科目を設置し単位化します。さらに、働きながら専門知識を

身につけたい学生等の利便を図るため、すべての授業科目を滝沢キャンパス及びアイーナキャンパ

スにおいて昼夜開講制とします。

博士論文の作成に当たっては、学生を自立的な研究者として養成するために、学生と指導教員の

協力により研究計画を策定し、その適切な遂行と評価を重視します。作成された博士論文は、所定

の手続きに従って審査を進めていきます。

なお、博士論文は、以下の基準を満たすことが求められます。

１ 学界に対する学術上の寄与

２ 研究テーマの設定の独創性

３ 資料・先行研究の取扱いの斬新さ

４ 論旨の独創性

５ 論文構成の体系性

６ 論述・表現の適切さ

総合政策研究科の概要

１．博士前期課程

科目編成 
総合政策研究科は、大学卒学生及び官公庁・企業・市民団体などに就労中で学習意欲の強い社会人を

幅広く受け入れ、入学者の幅広い興味関心や就業と学業の両立などに最大限配慮するため、滝沢キャンパ

スとアイーナキャンパスの 2 箇所で昼夜にわたるカリキュラムを編成しています。入学した学生は、各自の学

びのために最適な場所と講義を選択することができます。 

博士前期課程においては、学生は「公共政策」、「企業経営」、「地域社会・環境」３分野の研究テーマの例

を参考として、自らの研究テーマを設定します。そのうえで、自らの研究テーマにあった指導教員を選択し、

授業科目を選択します。なお、原則として在学中指導教員の変更はできません。 

「総合政策演習」においては、指導教員が関連する分野の教員とチームを作り集団で総合的な演習・指導

を行いつつ、「総合政策研究指導」において最終的に修士論文を作成します。研究テーマ例及び教員の学

問領域は以下の通りです。 

□ 研究テーマの例 

分野 研究テーマの例 

公共政策 

科学技術政策、科学技術社会論  

公法学、行政法学、フランス公法史 

民法 ・消費者法、労働法 

数量的調査分析手法を用いた公共政策の分析  

公共政策における意思決定の分析 

企業経営 

計量経済学、金融政策、ファイナンス 

労務管理論、経営管理論 

金融政策、応用ミクロ経済学の実証研究 

経済学の手法を用いた社会保障の分析  

ミクロ経済学・ゲーム理論とその応用（産業組織論、リスク・不確実性下の経済行動分

析など）」 

産業調査研究、企業研究、地域における中小企業の活動 

食産業クラスターの形成条件、農業経営に関する諸問題 

財務諸表論 

函数解析学と数理物理学の周辺 

小規模事業者の持続可能性 、農村地域における開発と女性 

公益事業（電気・通信・水道・運輸事業など）のあり方 

地域社会 

・環境 

サステナビリティ論 

まちづくり、居住環境整備、コミュニティデザイン 

地域交通政策  

人間行為の社会理論、食の体系と地域社会 

地域社会学、地域住民組織論、災害復興研究 

計量社会学 

森林計画学、森林政策学、 流域環境保全のための方策  

気象・気候学 

環境政策、エコツーリズム、環境教育、SDGs 
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総合政策研究科

自然地理学、地形学、自然環境の歴史  

里山の植物・植生の分布と保全、海浜植生の再生に関する研究 

水環境学、水辺植生の諸機能の評価と活用  

農村生態系の保全を目的とした工法および手法  

地域の自然環境問題（里山保全、漁場・干潟）  

□ 教員名および学問領域 

職位 教員名 学問領域 

教授 

泉 桂子 森林科学 

岡田 寛史 労務管理論 

蒲 敏哉 環境政策論、環境ジャーナリズム 

木場 隆夫 科学技術政策論 

窪 幸治 民法 

倉原 宗孝 都市計画 

小井田 伸雄 ミクロ経済学 

斎藤 千加子 行政法 

佐野 嘉彦 自然地理学、気候学 

島田 直明 植生学、景観生態学 

高嶋 裕一 社会工学、計量政策学、公益事業論 

辻 盛生 環境生態工学 

Tee Kian Heng 計量経済学 

新田 義修 農業経営学 

堀篭 義裕 社会工学、政策分析論 

村木 尚文 函数解析学 

山本 健 金融論 

吉木 岳哉 自然地理学、地形学 

吉野 英岐 社会学 

准教授 

生島 和樹 会計学 

市島 宗典 政治学・政策学 

上原 史子 国際関係論 

宇佐美 誠史 交通工学、都市計画 

桑原 尚子 国際協力論 

近藤 信一 企業論 

鈴木 伸生 計量社会学 

鈴木 正貴 農業土木学・農村生態工学 

千國 亮介 憲法 

平井 勇介 環境社会学 

役重 眞喜子 地域コミュニティ論・市民協働論 

三好 純矢 マーケティング論 

山田 佳奈 社会学 

講師 

伊藤 浩紀 商法 

櫻井 麗賀 サステナビリティ論 

杉谷 和哉 公共政策論 

杉安 和也 地域防災論 

徐 侖希 労働法 

教育課程の内容 
教育研究目的を達成するために、「総合政策基幹科目Ⅰ」、「総合政策基幹科目Ⅱ」、「演習科目（集団指

導科目）」、「研究指導科目」及び修士論文によって編成されています。 

≪総合政策基幹科目≫ 
総合政策基幹科目Ⅰ 

総合政策基幹科目Ⅰは、講義形式 2 単位 44 科目が開設され、4 単位以上を選択履修します。演習・研究

指導の政策課題に関する基礎論的内容を含む基幹的な専門知識の教授を目的としています。学生は研究

テーマに従って指導教員と相談しながら履修科目を選択します。指導教員の担当講義科目は、できるだけ

履修する必要があります。 

総合政策基幹科目Ⅱ 

総合政策基幹科目Ⅱは、講義形式2単位15科目が開設され、2単位以上を選択します。特殊な専門的主

題に係わる科目、市民活動への理解を深めるための科目など、総合政策基幹科目Ⅰを補完する科目です。

学生の研究テーマとの関連を踏まえ、指導教員の指導あるいは、学生各人の問題関心に応じて選択履修し

ます。 

≪演習科目（集団指導科目）≫ 

総合政策演習 

１年次に総合政策演習を通期で履修します。指導教員が関連する分野の教員とチームを作り集団で総合

的な演習を行ないます。 

≪研究指導科目≫ 
総合政策研究指導 

総合政策研究指導Ⅰ～Ⅱは、総合政策基幹科目Ⅰ・Ⅱの成果を理論的・実践的により一層高めるために、

各自の研究テーマに合わせて、文献講読、資料分析、フィールドワークなどを行ないます。 

総合政策研究指導Ⅲ～Ⅳは、教員の指導のもと、研究テーマの確定、論文の構想、文献や資料の収集と

分析、フィールドワークなどを通して修士論文の執筆へと進みます。総合政策研究指導についても指導教員

が関連する分野の教員とチームを作り集団で総合的な指導を行ないます。 

学位論文審査 

総合政策研究科博士前期課程において、修士論文作成を円滑に行うため、各年度の初めに研究指導計

画書を、又その年度の終わりに研究成果報告書を作成します。2 年次初めに総合政策研究指導等を受けな

がらとりまとめた中間的な研究成果を研究成果発表会で発表します。さらに、９月に修士論文構想発表会を

行います。そして、修士論文を完成させた後、審査を申し出ることになります。研究科委員会において選出さ

れた論文審査委員会により、当該論文が修士学位論文としてふさわしいかどうかについて、２年次末に修士

論文発表会で審査及び修了試験を行ないます。その結果を受け、研究科委員会で議決により学位の認定を

行ないます。 

学位論文の審査基準 

修士論文は以下の基準を満たすことが求められます。 

1.研究テーマの設定の適切さ 

2.研究テーマと論述内容の整合性 

3.資料・先行研究の取扱いの適切さ 

4.論旨の一貫性 

5.論文構成の体系性 

6.論述・表現の適切さ 

取得できる学位の名称 
本研究科博士前期課程で取得できる学位は、「修士（学術）」です。 
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Ⅰ　総合政策研究科の概要

自然地理学、地形学、自然環境の歴史  

里山の植物・植生の分布と保全、海浜植生の再生に関する研究 

水環境学、水辺植生の諸機能の評価と活用  

農村生態系の保全を目的とした工法および手法  

地域の自然環境問題（里山保全、漁場・干潟）  

□ 教員名および学問領域 

職位 教員名 学問領域 

教授 

泉 桂子 森林科学 

岡田 寛史 労務管理論 

蒲 敏哉 環境政策論、環境ジャーナリズム 

木場 隆夫 科学技術政策論 

窪 幸治 民法 

倉原 宗孝 都市計画 

小井田 伸雄 ミクロ経済学 

斎藤 千加子 行政法 

佐野 嘉彦 自然地理学、気候学 

島田 直明 植生学、景観生態学 

高嶋 裕一 社会工学、計量政策学、公益事業論 

辻 盛生 環境生態工学 

Tee Kian Heng 計量経済学 

新田 義修 農業経営学 

堀篭 義裕 社会工学、政策分析論 

村木 尚文 函数解析学 

山本 健 金融論 

吉木 岳哉 自然地理学、地形学 

吉野 英岐 社会学 

准教授 

生島 和樹 会計学 

市島 宗典 政治学・政策学 

上原 史子 国際関係論 

宇佐美 誠史 交通工学、都市計画 

桑原 尚子 国際協力論 

近藤 信一 企業論 

鈴木 伸生 計量社会学 

鈴木 正貴 農業土木学・農村生態工学 

千國 亮介 憲法 

平井 勇介 環境社会学 

役重 眞喜子 地域コミュニティ論・市民協働論 

三好 純矢 マーケティング論 

山田 佳奈 社会学 

講師 

伊藤 浩紀 商法 

櫻井 麗賀 サステナビリティ論 

杉谷 和哉 公共政策論 

杉安 和也 地域防災論 

徐 侖希 労働法 

教育課程の内容 
教育研究目的を達成するために、「総合政策基幹科目Ⅰ」、「総合政策基幹科目Ⅱ」、「演習科目（集団指

導科目）」、「研究指導科目」及び修士論文によって編成されています。 

≪総合政策基幹科目≫ 
総合政策基幹科目Ⅰ 

総合政策基幹科目Ⅰは、講義形式 2 単位 44 科目が開設され、4 単位以上を選択履修します。演習・研究

指導の政策課題に関する基礎論的内容を含む基幹的な専門知識の教授を目的としています。学生は研究

テーマに従って指導教員と相談しながら履修科目を選択します。指導教員の担当講義科目は、できるだけ

履修する必要があります。 

総合政策基幹科目Ⅱ 

総合政策基幹科目Ⅱは、講義形式2単位15科目が開設され、2単位以上を選択します。特殊な専門的主

題に係わる科目、市民活動への理解を深めるための科目など、総合政策基幹科目Ⅰを補完する科目です。

学生の研究テーマとの関連を踏まえ、指導教員の指導あるいは、学生各人の問題関心に応じて選択履修し

ます。 

≪演習科目（集団指導科目）≫ 

総合政策演習 

１年次に総合政策演習を通期で履修します。指導教員が関連する分野の教員とチームを作り集団で総合

的な演習を行ないます。 

≪研究指導科目≫ 
総合政策研究指導 

総合政策研究指導Ⅰ～Ⅱは、総合政策基幹科目Ⅰ・Ⅱの成果を理論的・実践的により一層高めるために、

各自の研究テーマに合わせて、文献講読、資料分析、フィールドワークなどを行ないます。 

総合政策研究指導Ⅲ～Ⅳは、教員の指導のもと、研究テーマの確定、論文の構想、文献や資料の収集と

分析、フィールドワークなどを通して修士論文の執筆へと進みます。総合政策研究指導についても指導教員

が関連する分野の教員とチームを作り集団で総合的な指導を行ないます。 

学位論文審査 

総合政策研究科博士前期課程において、修士論文作成を円滑に行うため、各年度の初めに研究指導計

画書を、又その年度の終わりに研究成果報告書を作成します。2 年次初めに総合政策研究指導等を受けな

がらとりまとめた中間的な研究成果を研究成果発表会で発表します。さらに、９月に修士論文構想発表会を

行います。そして、修士論文を完成させた後、審査を申し出ることになります。研究科委員会において選出さ

れた論文審査委員会により、当該論文が修士学位論文としてふさわしいかどうかについて、２年次末に修士

論文発表会で審査及び修了試験を行ないます。その結果を受け、研究科委員会で議決により学位の認定を

行ないます。 

学位論文の審査基準 

修士論文は以下の基準を満たすことが求められます。 

1.研究テーマの設定の適切さ 

2.研究テーマと論述内容の整合性 

3.資料・先行研究の取扱いの適切さ 

4.論旨の一貫性 

5.論文構成の体系性 

6.論述・表現の適切さ 

取得できる学位の名称 
本研究科博士前期課程で取得できる学位は、「修士（学術）」です。 
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総合政策研究科

授業科目・担当教員一覧 修了要件 
修了要件は、博士前期課程に２年以上在学し、総合政策基幹科目 18 単位以上（うち総合政策基幹科目Ⅰ

から 4 単位以上、総合政策基幹科目Ⅱから 2 単位以上を含む。）を修得した上で、演習科目4 単位、研究指導

科目の 8 単位を含む合計 30 単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査及び修

了試験に合格した学生に対し、学長が修了を認定します。 

博士前期課程の修了要件単位数 

区  分 配当単位数
要件単位数 

必修 選択 計 

総合政策基幹科目Ⅰ（１～２年次） 88 - 
18 18 

総合政策基幹科目Ⅱ（１～２年次） 30 - 

演習科目（集団指導科目・1 年次） 4 - 4 4 

研究指導科目（Ⅰ～Ⅳ・１～２年次） 8 - 8 8 

合計 130 - ３０ ３０ 

研究倫理教育の実施 
e ラーニングによる研究倫理教育の実施 

学生の研究倫理に関する規範意識の徹底を図るため１年次の早い段階で e ラーニングによる研究倫理教育

の受講を義務づけます。 

修士論文の公表について 
修士論文の要旨については、原則として、岩手県立大学総合政策学会が発行する「総合政策」に、掲載許

諾を得た後に掲載し、岩手県立大学機関リポジトリで公開します。 

配当
年次

単位数
GPA
対象

担当教員

憲法特論Ⅰ １前 2 ○ 千國

憲法特論Ⅱ １後 2 ○ 千國

刑事法特論Ⅰ １前 2 ○ 石堂

刑事法特論Ⅱ １後 2 ○ 石堂

行政法特論Ⅰ １前 2 ○ 斎藤

行政法特論Ⅱ １後 2 ○ 斎藤

民事法特論Ⅰ １前 2 ○ 窪

民事法特論Ⅱ １後 2 ○ 窪

労働法特論Ⅰ １前 2 ○ 徐

労働法特論Ⅱ １後 2 ○ 徐

公共政策特論 １前 2 ○ 杉谷

市民協働特論 １前 2 ○ 役重

地方自治特論 1後 2 ○ 役重

計量政策学特論 １前 2 ○ 高嶋

政策過程特論 １後 2 ○ 杉谷

国際関係特論Ⅰ 1前 2 ○ 上原

国際関係特論Ⅱ 1後 2 ○ 上原

国際協力特論 1後 2 ○ 桑原

商法特論 1後 2 ○ （令和５年度開講せず）

政治学特論 １前 2 ○ 市島

労務管理論特論 １後 2 ○ 岡田

会計学特論Ⅰ １前 2 ○ 生島

会計学特論Ⅱ １後 2 ○ 生島

統計学特論 1前 2 ○ Tee

ミクロ経済学特論Ⅰ １前 2 ○ 小井田

ミクロ経済学特論Ⅱ 1後 2 ○ 小井田

マクロ経済学特論Ⅰ 1前 2 ○ 伊藤（健）

マクロ経済学特論Ⅱ 1後 2 ○ 伊藤（健）

地方財政特論 １前 2 ○ （令和５年度開講せず）

マーケティング特論 1前 2 ○ 三好

農業経営学特論 １後 2 ○ 新田

森林政策学特論 １前 2 ○ 泉

社会学理論特論 1前 2 ○ 山田

地域・交通計画特論 １後 2 ○ 宇佐美

地域居住環境計画特論 １前 2 ○ 倉原

農村環境整備特論 １前 2 ○ 鈴木（正）

自然景観特論 １前 2 ○ （令和５年度開講せず）

環境社会学特論 １前 2 ○ 平井

植生学特論 １前 2 ○ 島田

流域保全特論 １後 2 ○ 辻

地形学特論 1後 2 ○ 吉木

気象・気候学特論 1前 2 ○ 佐野

環境政策特論 1前 2 ○ 蒲

地域防災特論 １後 2 ○ 杉安

科学技術政策特論 １後 2 ○ 木場

政策法務特論 １前 2 ○ 津軽石

政治過程特論 １後 2 ○ 市島

公益事業特論 １後 2 ○ 高嶋

政策分析特論 １後 2 ○ 堀篭

函数解析学特論 １前 2 ○ 村木

企業論特論 1前 2 ○ 近藤

金融特論 １前 2 ○ 山本

消費者行動特論 1後 2 ○ 三好

計量経済学特論 1後 2 ○ Tee

サステナビリティ特論 1後 2 ○ 櫻井

地域住民組織特論 １後 2 ○ 吉野

計量社会学特論 １後 2 ○ 鈴木（伸）

歴史的文化景観特論 1後 2 ○ 倉原・誉田

自然地理学特論 1後 2 ○ 吉木・佐野

総合政策演習 1 4 ○ 全教員(講師の一部を除く)

総合政策研究指導Ⅰ～Ⅳ １～２ 8 ○ 全教員(講師の一部を除く)

■　授業科目・担当教員一覧

※　「総合政策基幹科目（Ⅰ・Ⅱ）」の開講期は、変更になる場合があります。時間割表や掲示で確認してください。
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Ⅰ　総合政策研究科の概要

授業科目・担当教員一覧 修了要件 
修了要件は、博士前期課程に２年以上在学し、総合政策基幹科目 18 単位以上（うち総合政策基幹科目Ⅰ

から 4 単位以上、総合政策基幹科目Ⅱから 2 単位以上を含む。）を修得した上で、演習科目4 単位、研究指導

科目の 8 単位を含む合計 30 単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査及び修

了試験に合格した学生に対し、学長が修了を認定します。 

博士前期課程の修了要件単位数 

区  分 配当単位数
要件単位数 

必修 選択 計 

総合政策基幹科目Ⅰ（１～２年次） 88 - 
18 18 

総合政策基幹科目Ⅱ（１～２年次） 30 - 

演習科目（集団指導科目・1 年次） 4 - 4 4 

研究指導科目（Ⅰ～Ⅳ・１～２年次） 8 - 8 8 

合計 130 - ３０ ３０ 

研究倫理教育の実施 
e ラーニングによる研究倫理教育の実施 

学生の研究倫理に関する規範意識の徹底を図るため１年次の早い段階で e ラーニングによる研究倫理教育

の受講を義務づけます。 

修士論文の公表について 
修士論文の要旨については、原則として、岩手県立大学総合政策学会が発行する「総合政策」に、掲載許

諾を得た後に掲載し、岩手県立大学機関リポジトリで公開します。 

配当
年次

単位数
GPA
対象

担当教員

憲法特論Ⅰ １前 2 ○ 千國

憲法特論Ⅱ １後 2 ○ 千國

刑事法特論Ⅰ １前 2 ○ 石堂

刑事法特論Ⅱ １後 2 ○ 石堂

行政法特論Ⅰ １前 2 ○ 斎藤

行政法特論Ⅱ １後 2 ○ 斎藤

民事法特論Ⅰ １前 2 ○ 窪

民事法特論Ⅱ １後 2 ○ 窪

労働法特論Ⅰ １前 2 ○ 徐

労働法特論Ⅱ １後 2 ○ 徐

公共政策特論 １前 2 ○ 杉谷

市民協働特論 １前 2 ○ 役重

地方自治特論 1後 2 ○ 役重

計量政策学特論 １前 2 ○ 高嶋

政策過程特論 １後 2 ○ 杉谷

国際関係特論Ⅰ 1前 2 ○ 上原

国際関係特論Ⅱ 1後 2 ○ 上原

国際協力特論 1後 2 ○ 桑原

商法特論 1後 2 ○ （令和５年度開講せず）

政治学特論 １前 2 ○ 市島

労務管理論特論 １後 2 ○ 岡田

会計学特論Ⅰ １前 2 ○ 生島

会計学特論Ⅱ １後 2 ○ 生島

統計学特論 1前 2 ○ Tee

ミクロ経済学特論Ⅰ １前 2 ○ 小井田

ミクロ経済学特論Ⅱ 1後 2 ○ 小井田

マクロ経済学特論Ⅰ 1前 2 ○ 伊藤（健）

マクロ経済学特論Ⅱ 1後 2 ○ 伊藤（健）

地方財政特論 １前 2 ○ （令和５年度開講せず）

マーケティング特論 1前 2 ○ 三好

農業経営学特論 １後 2 ○ 新田

森林政策学特論 １前 2 ○ 泉

社会学理論特論 1前 2 ○ 山田

地域・交通計画特論 １後 2 ○ 宇佐美

地域居住環境計画特論 １前 2 ○ 倉原

農村環境整備特論 １前 2 ○ 鈴木（正）

自然景観特論 １前 2 ○ （令和５年度開講せず）

環境社会学特論 １前 2 ○ 平井

植生学特論 １前 2 ○ 島田

流域保全特論 １後 2 ○ 辻

地形学特論 1後 2 ○ 吉木

気象・気候学特論 1前 2 ○ 佐野

環境政策特論 1前 2 ○ 蒲

地域防災特論 １後 2 ○ 杉安

科学技術政策特論 １後 2 ○ 木場

政策法務特論 １前 2 ○ 津軽石

政治過程特論 １後 2 ○ 市島

公益事業特論 １後 2 ○ 高嶋

政策分析特論 １後 2 ○ 堀篭

函数解析学特論 １前 2 ○ 村木

企業論特論 1前 2 ○ 近藤

金融特論 １前 2 ○ 山本

消費者行動特論 1後 2 ○ 三好

計量経済学特論 1後 2 ○ Tee

サステナビリティ特論 1後 2 ○ 櫻井

地域住民組織特論 １後 2 ○ 吉野

計量社会学特論 １後 2 ○ 鈴木（伸）

歴史的文化景観特論 1後 2 ○ 倉原・誉田

自然地理学特論 1後 2 ○ 吉木・佐野

総合政策演習 1 4 ○ 全教員(講師の一部を除く)

総合政策研究指導Ⅰ～Ⅳ １～２ 8 ○ 全教員(講師の一部を除く)

■　授業科目・担当教員一覧

※　「総合政策基幹科目（Ⅰ・Ⅱ）」の開講期は、変更になる場合があります。時間割表や掲示で確認してください。

授業科目の名称
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総合政策研究科

２．博士後期課程

教育課程の内容 

≪総合政策特別研究（講義科目）≫ 

博士前期課程における教育を継承し、さらに高度化するため、指導教員の研究領域を含む総合政策特

別研究Ⅰ（後期課程 1 年次）と総合政策特別研究Ⅱ（同２年次）の講義科目 2 科目を開設します。原則とし

て各大学院生の選択する特別研究に直結する指導教員の科目を履修しますが、他の関連する教員の科

目についても履修することを奨励します。 

≪研究指導科目≫ 

研究指導科目は、総合政策特別研究指導Ⅰ（後期課程 1 年次）、総合政策特別研究指導Ⅱ（同２年次）、

総合政策特別研究指導Ⅲ（同３年次）の 3 科目を設置します。 

研究指導科目は、指導教員による指導とともに、文献検討、現地調査、基礎的実験、研究計画書作成、博

士論文作成等を通じて研究方法の一層の熟達と、倫理的配慮ができる資質の育成を図ります。 

博士論文 

博士論文及び博士論文提出の前提となる査読付き論文を計画的に作成するため、各年度 4 月末までに、

指導教員と大学院生が十分相談し、「研究指導計画書」を作成し、提出します。また、各年度 3 月末までに、

当該年度の研究計画及び研究指導計画の達成状況を記した「研究成果報告書」を指導教員と大学院生が

十分な相談の上で作成し、提出します。また、中間発表会を最終年度の５月に行います。 

なお、博士論文については、その教育・指導課程となる研究指導科目に単位を配当しているため、それ自

体には単位はありません。 

取得できる学位の名称 
本研究科博士後期課程で取得できる学位は、「博士（学術）」です。 

修了要件 
博士後期課程に３年以上在学し、総合政策特別研究Ⅰ・Ⅱ 8 単位及び総合政策特別研究指導科目Ⅰ・

Ⅱ・Ⅲ 12 単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び修了試験に合格した学

生に対し、学長が修了を認定します。 

区  分 配当単位数
要件単位数 

必修 選択 計 

総合政策特別研究Ⅰ・Ⅱ（講義科目） 

（１～２年次）各年次通年１科目（4 単位） 
320 - 8 8 

総合政策特別研究指導科目Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 

（１～３年次）各年次通年 1 科目（4 単位）
12 - 12 12 

合計 332 - 20 20 

博士論文の審査

（１）査読付き論文がある分野 

博士論文を提出するためには、提出論文以外に提出論文の内容に関連する“査読付き論文２編”以上を

執筆していることが条件となります。この２編の論文については公刊されているか、あるいは「掲載、採択、受

理または公刊予定の証明書」を提出する必要があります。この２編の論文または確定原稿については、学位

申請までに、「論文認定委員会」の認定を受けなければなりません。 

（留意事項：論文の言語は特定しません。筆頭著者であることが必要です。「総合政策」誌掲載論文は、１編

まで認めます。） 

（２）査読付き論文がない分野 

博士論文を提出するためには、提出論文以外に提出論文の内容に関連する“査読付き論文に相当する

論文等２編”以上を執筆していることが条件となります。この２編の論文等については、上記（１）と同様に公刊

されていること、または、（１）と同じ証明書の提出が必要です。この２編の論文または確定原稿については、

学位申請前に、「論文認定委員会」の認定を受けなければなりません。 

留意事項は（１）の記載事項と同じです。 

＊詳細は、「査読付き論文の指針」を参照してください。（問い合わせ先：研究科教務委員会） 

予備審査

学生は、十分に研究が進展したと判断される段階で、指導教員の承認を得て、研究科長に予備審査を申

し出ます。予備審査委員会が審査を行い、研究の進度を評価して、博士論文の作成が可能かどうか判断しま

す。予備審査は、当該学生と予備審査委員のみで行い、発表と口頭試問により審査します。 

学位論文審査

予備審査の結果、博士論文の作成が可能と認められた場合には、指導教員の指導を得て、さらに研究を

継続し、博士論文を完成させた後、審査を申し出ることになります。研究科委員会において選出された論文

審査委員会が、当該論文が博士学位論文としてふさわしいかどうかの審査及び修了試験を行います。修了

試験は、博士論文を中心とした関連のある分野について、口頭または筆記により行います。その結果を受け、

研究科委員会で投票により学位の認定を行います。 

博士論文の審査基準

博士論文は、次に掲げる基準に則して、総合的に審査します。 

１ 学界に対する学術上の寄与 

２ テーマ設定の独創性 

３ 資料・先行研究の取扱いの斬新さ 

４ 論旨の独創性 

５ 論文構成の体系性 

６ 論述・表現の適切さ 

博士論文の公表について

１ 博士論文要旨及び審査結果の公開 

岩手県立大学学位規程第 11 条の規定に基づき、博士の学位を授与した日から３か月以内にその論文の

内容の要旨及び論文審査の結果の要旨を岩手県立大学機関リポジトリで公開します。 

２ 博士論文の公表 

岩手県立大学学位規程第 12 条の規定により、博士の学位授与者は１年以内に博士論文を全文公表する

必要があります。ただし、やむを得ない事由があるとき（出版予定など）には、学長の承認を得て、要旨を公

表することができます。この場合、外部からの求めがあった場合、論文の全文を閲覧に供します。なお、この

公表は、原則として岩手県立大学機関リポジトリで行います。 

論文の公表に当たっては、岩手県立大学博士論文公表要領に基づき、博士学位取得者は、学位授与日

の属する月の末日までに、関係書類を教育支援室に提出していただきます。学位取得後の学位論文の全

文を公表できないやむを得ない事由がある者は、学位授与日の属する月の末日までに関係書類を教育支

援室に提出していただきます。 
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Ⅰ　総合政策研究科の概要

２．博士後期課程

教育課程の内容 

≪総合政策特別研究（講義科目）≫ 

博士前期課程における教育を継承し、さらに高度化するため、指導教員の研究領域を含む総合政策特

別研究Ⅰ（後期課程 1 年次）と総合政策特別研究Ⅱ（同２年次）の講義科目 2 科目を開設します。原則とし

て各大学院生の選択する特別研究に直結する指導教員の科目を履修しますが、他の関連する教員の科

目についても履修することを奨励します。 

≪研究指導科目≫ 

研究指導科目は、総合政策特別研究指導Ⅰ（後期課程 1 年次）、総合政策特別研究指導Ⅱ（同２年次）、

総合政策特別研究指導Ⅲ（同３年次）の 3 科目を設置します。 

研究指導科目は、指導教員による指導とともに、文献検討、現地調査、基礎的実験、研究計画書作成、博

士論文作成等を通じて研究方法の一層の熟達と、倫理的配慮ができる資質の育成を図ります。 

博士論文 

博士論文及び博士論文提出の前提となる査読付き論文を計画的に作成するため、各年度 4 月末までに、

指導教員と大学院生が十分相談し、「研究指導計画書」を作成し、提出します。また、各年度 3 月末までに、

当該年度の研究計画及び研究指導計画の達成状況を記した「研究成果報告書」を指導教員と大学院生が

十分な相談の上で作成し、提出します。また、中間発表会を最終年度の５月に行います。 

なお、博士論文については、その教育・指導課程となる研究指導科目に単位を配当しているため、それ自

体には単位はありません。 

取得できる学位の名称 
本研究科博士後期課程で取得できる学位は、「博士（学術）」です。 

修了要件 
博士後期課程に３年以上在学し、総合政策特別研究Ⅰ・Ⅱ 8 単位及び総合政策特別研究指導科目Ⅰ・

Ⅱ・Ⅲ 12 単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び修了試験に合格した学

生に対し、学長が修了を認定します。 

区  分 配当単位数
要件単位数 

必修 選択 計 

総合政策特別研究Ⅰ・Ⅱ（講義科目） 

（１～２年次）各年次通年１科目（4 単位） 
320 - 8 8 

総合政策特別研究指導科目Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 

（１～３年次）各年次通年 1 科目（4 単位）
12 - 12 12 

合計 332 - 20 20 

博士論文の審査

（１）査読付き論文がある分野 

博士論文を提出するためには、提出論文以外に提出論文の内容に関連する“査読付き論文２編”以上を

執筆していることが条件となります。この２編の論文については公刊されているか、あるいは「掲載、採択、受

理または公刊予定の証明書」を提出する必要があります。この２編の論文または確定原稿については、学位

申請までに、「論文認定委員会」の認定を受けなければなりません。 

（留意事項：論文の言語は特定しません。筆頭著者であることが必要です。「総合政策」誌掲載論文は、１編

まで認めます。） 

（２）査読付き論文がない分野 

博士論文を提出するためには、提出論文以外に提出論文の内容に関連する“査読付き論文に相当する

論文等２編”以上を執筆していることが条件となります。この２編の論文等については、上記（１）と同様に公刊

されていること、または、（１）と同じ証明書の提出が必要です。この２編の論文または確定原稿については、

学位申請前に、「論文認定委員会」の認定を受けなければなりません。 

留意事項は（１）の記載事項と同じです。 

＊詳細は、「査読付き論文の指針」を参照してください。（問い合わせ先：研究科教務委員会） 

予備審査

学生は、十分に研究が進展したと判断される段階で、指導教員の承認を得て、研究科長に予備審査を申

し出ます。予備審査委員会が審査を行い、研究の進度を評価して、博士論文の作成が可能かどうか判断しま

す。予備審査は、当該学生と予備審査委員のみで行い、発表と口頭試問により審査します。 

学位論文審査

予備審査の結果、博士論文の作成が可能と認められた場合には、指導教員の指導を得て、さらに研究を

継続し、博士論文を完成させた後、審査を申し出ることになります。研究科委員会において選出された論文

審査委員会が、当該論文が博士学位論文としてふさわしいかどうかの審査及び修了試験を行います。修了

試験は、博士論文を中心とした関連のある分野について、口頭または筆記により行います。その結果を受け、

研究科委員会で投票により学位の認定を行います。 

博士論文の審査基準

博士論文は、次に掲げる基準に則して、総合的に審査します。 

１ 学界に対する学術上の寄与 

２ テーマ設定の独創性 

３ 資料・先行研究の取扱いの斬新さ 

４ 論旨の独創性 

５ 論文構成の体系性 

６ 論述・表現の適切さ 

博士論文の公表について

１ 博士論文要旨及び審査結果の公開 

岩手県立大学学位規程第 11 条の規定に基づき、博士の学位を授与した日から３か月以内にその論文の

内容の要旨及び論文審査の結果の要旨を岩手県立大学機関リポジトリで公開します。 

２ 博士論文の公表 

岩手県立大学学位規程第 12 条の規定により、博士の学位授与者は１年以内に博士論文を全文公表する

必要があります。ただし、やむを得ない事由があるとき（出版予定など）には、学長の承認を得て、要旨を公

表することができます。この場合、外部からの求めがあった場合、論文の全文を閲覧に供します。なお、この

公表は、原則として岩手県立大学機関リポジトリで行います。 

論文の公表に当たっては、岩手県立大学博士論文公表要領に基づき、博士学位取得者は、学位授与日

の属する月の末日までに、関係書類を教育支援室に提出していただきます。学位取得後の学位論文の全

文を公表できないやむを得ない事由がある者は、学位授与日の属する月の末日までに関係書類を教育支

援室に提出していただきます。 



― 86 ―

総合政策研究科

授業科目・担当教員一覧 

研究倫理教育の実施 
e ラーニングによる研究倫理教育の実施 

学生の研究倫理に関する規範意識の徹底を図るため１年次の早い段階で e ラーニングによる研究倫理教

育の受講を義務づけます。 

配当
年次

単位数
GPA
対象

担当教員

計量政策学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 高嶋

刑事法特別研究Ⅰ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

労務管理論特別研究Ⅰ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

科学技術政策特別研究Ⅰ 1 4 ○ 木場

行政法特別研究Ⅰ 1 4 ○ 斎藤

労働法特別研究Ⅰ 1 4 ○ 徐

民事法特別研究Ⅰ 1 4 ○ 窪

地方財政特別研究Ⅰ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

政策分析特別研究Ⅰ 1 4 ○ 堀篭

憲法特別研究Ⅰ 1 4 ○ 千國

公共政策論特別研究Ⅰ 1 4 ○ 杉谷

国際関係論特別研究Ⅰ 1 4 ○ 上原

行政学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 役重

商法特別研究Ⅰ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

国際協力特別研究Ⅰ 1 4 ○ 桑原

政治学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 市島

計量経済学特別研究Ⅰ 1 4 ○ Tee

函数解析学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 村木

金融論特別研究Ⅰ 1 4 ○ 山本

マクロ経済学特別研究Ⅰ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

ミクロ経済学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 小井田

企業論特別研究Ⅰ 1 4 ○ 近藤

農業経営学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 新田

会計学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 生島

マーケティング論特別研究Ⅰ 1 4 ○ 三好

地域社会学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 吉野

都市計画特別研究Ⅰ 1 4 ○ 倉原

気候学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 佐野

環境政策特別研究Ⅰ 1 4 ○ 蒲

地形学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 吉木

森林政策学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 泉

地域交通論特別研究Ⅰ 1 4 ○ 宇佐美

植生学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 島田

流域保全特別研究Ⅰ 1 4 ○ 辻

社会学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 山田

計量社会学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 鈴木（伸）

農村環境整備特別研究Ⅰ 1 4 ○ 鈴木（正）

環境社会学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 平井

サステナビリティ論特別研究Ⅰ 1 4 ○ 櫻井

地域防災特別研究Ⅰ 1 4 ○ 杉安

計量政策学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 高嶋

刑事法特別研究Ⅱ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

労務管理論特別研究Ⅱ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

科学技術政策特別研究Ⅱ 1 4 ○ 木場

行政法特別研究Ⅱ 1 4 ○ 斎藤

労働法特別研究Ⅱ 1 4 ○ 徐

民事法特別研究Ⅱ 1 4 ○ 窪

地方財政特別研究Ⅱ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

■　授業科目・担当教員一覧

授業科目の名称

総合政策特別研究
（コースワーク）

滝
沢
キ
ャ
ン
パ
ス

配当
年次

単位数
GPA
対象

担当教員

政策分析特別研究Ⅱ 1 4 ○ 堀篭

憲法特別研究Ⅱ 1 4 ○ 千國

公共政策論特別研究Ⅱ 1 4 ○ 杉谷

国際関係論特別研究Ⅱ 1 4 ○ 上原

行政学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 役重

商法特別研究Ⅱ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

国際協力特別研究Ⅱ 1 4 ○ 桑原

政治学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 市島

計量経済学特別研究Ⅱ 1 4 ○ Tee

函数解析学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 村木

金融論特別研究Ⅱ 1 4 ○ 山本

マクロ経済学特別研究Ⅱ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

ミクロ経済学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 小井田

企業論特別研究Ⅱ 1 4 ○ 近藤

農業経営学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 新田

会計学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 生島

マーケティング論特別研究Ⅱ 1 4 ○ 三好

地域社会学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 吉野

都市計画特別研究Ⅱ 1 4 ○ 倉原

気候学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 佐野

環境政策特別研究Ⅱ 1 4 ○ 蒲

地形学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 吉木

森林政策学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 泉

地域交通論特別研究Ⅱ 1 4 ○ 宇佐美

植生学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 島田

流域保全特別研究Ⅱ 1 4 ○ 辻

社会学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 山田

計量社会学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 鈴木（伸）

農村環境整備特別研究Ⅱ 1 4 ○ 鈴木（正）

環境社会学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 平井

サステナビリティ論特別研究Ⅱ 1 4 ○ 櫻井

地域防災特別研究Ⅱ 1 4 ○ 杉安

総合政策特別研究指導Ⅰ 1 4 ○ 全教員(講師の一部を除く)

総合政策特別研究指導Ⅱ 2 4 ○ 全教員(講師の一部を除く)

総合政策特別研究指導Ⅲ 3 4 ○ 全教員(講師の一部を除く)

※　「総合政策特別研究（コースワーク）」の開講期は、変更になる場合があります。時間割表や掲示で確認してください。

授業科目の名称

総合政策特別研究
（リサーチワーク）
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Ⅰ　総合政策研究科の概要

授業科目・担当教員一覧 

研究倫理教育の実施 
e ラーニングによる研究倫理教育の実施 

学生の研究倫理に関する規範意識の徹底を図るため１年次の早い段階で e ラーニングによる研究倫理教

育の受講を義務づけます。 

配当
年次

単位数
GPA
対象

担当教員

計量政策学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 高嶋

刑事法特別研究Ⅰ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

労務管理論特別研究Ⅰ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

科学技術政策特別研究Ⅰ 1 4 ○ 木場

行政法特別研究Ⅰ 1 4 ○ 斎藤

労働法特別研究Ⅰ 1 4 ○ 徐

民事法特別研究Ⅰ 1 4 ○ 窪

地方財政特別研究Ⅰ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

政策分析特別研究Ⅰ 1 4 ○ 堀篭

憲法特別研究Ⅰ 1 4 ○ 千國

公共政策論特別研究Ⅰ 1 4 ○ 杉谷

国際関係論特別研究Ⅰ 1 4 ○ 上原

行政学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 役重

商法特別研究Ⅰ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

国際協力特別研究Ⅰ 1 4 ○ 桑原

政治学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 市島

計量経済学特別研究Ⅰ 1 4 ○ Tee

函数解析学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 村木

金融論特別研究Ⅰ 1 4 ○ 山本

マクロ経済学特別研究Ⅰ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

ミクロ経済学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 小井田

企業論特別研究Ⅰ 1 4 ○ 近藤

農業経営学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 新田

会計学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 生島

マーケティング論特別研究Ⅰ 1 4 ○ 三好

地域社会学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 吉野

都市計画特別研究Ⅰ 1 4 ○ 倉原

気候学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 佐野

環境政策特別研究Ⅰ 1 4 ○ 蒲

地形学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 吉木

森林政策学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 泉

地域交通論特別研究Ⅰ 1 4 ○ 宇佐美

植生学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 島田

流域保全特別研究Ⅰ 1 4 ○ 辻

社会学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 山田

計量社会学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 鈴木（伸）

農村環境整備特別研究Ⅰ 1 4 ○ 鈴木（正）

環境社会学特別研究Ⅰ 1 4 ○ 平井

サステナビリティ論特別研究Ⅰ 1 4 ○ 櫻井

地域防災特別研究Ⅰ 1 4 ○ 杉安

計量政策学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 高嶋

刑事法特別研究Ⅱ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

労務管理論特別研究Ⅱ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

科学技術政策特別研究Ⅱ 1 4 ○ 木場

行政法特別研究Ⅱ 1 4 ○ 斎藤

労働法特別研究Ⅱ 1 4 ○ 徐

民事法特別研究Ⅱ 1 4 ○ 窪

地方財政特別研究Ⅱ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

■　授業科目・担当教員一覧

授業科目の名称

総合政策特別研究
（コースワーク）

滝
沢
キ
ャ
ン
パ
ス

配当
年次

単位数
GPA
対象

担当教員

政策分析特別研究Ⅱ 1 4 ○ 堀篭

憲法特別研究Ⅱ 1 4 ○ 千國

公共政策論特別研究Ⅱ 1 4 ○ 杉谷

国際関係論特別研究Ⅱ 1 4 ○ 上原

行政学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 役重

商法特別研究Ⅱ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

国際協力特別研究Ⅱ 1 4 ○ 桑原

政治学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 市島

計量経済学特別研究Ⅱ 1 4 ○ Tee

函数解析学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 村木

金融論特別研究Ⅱ 1 4 ○ 山本

マクロ経済学特別研究Ⅱ 1 4 ○ （令和５年度開講せず）

ミクロ経済学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 小井田

企業論特別研究Ⅱ 1 4 ○ 近藤

農業経営学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 新田

会計学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 生島

マーケティング論特別研究Ⅱ 1 4 ○ 三好

地域社会学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 吉野

都市計画特別研究Ⅱ 1 4 ○ 倉原

気候学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 佐野

環境政策特別研究Ⅱ 1 4 ○ 蒲

地形学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 吉木

森林政策学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 泉

地域交通論特別研究Ⅱ 1 4 ○ 宇佐美

植生学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 島田

流域保全特別研究Ⅱ 1 4 ○ 辻

社会学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 山田

計量社会学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 鈴木（伸）

農村環境整備特別研究Ⅱ 1 4 ○ 鈴木（正）

環境社会学特別研究Ⅱ 1 4 ○ 平井

サステナビリティ論特別研究Ⅱ 1 4 ○ 櫻井

地域防災特別研究Ⅱ 1 4 ○ 杉安

総合政策特別研究指導Ⅰ 1 4 ○ 全教員(講師の一部を除く)

総合政策特別研究指導Ⅱ 2 4 ○ 全教員(講師の一部を除く)

総合政策特別研究指導Ⅲ 3 4 ○ 全教員(講師の一部を除く)

※　「総合政策特別研究（コースワーク）」の開講期は、変更になる場合があります。時間割表や掲示で確認してください。

授業科目の名称

総合政策特別研究
（リサーチワーク）
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総合政策研究科

＜備考＞

① 本計画書は学生と指導教員が相談の上で作成する。

② 作成した計画書は研究科長に提出し、研究科長はコメントを付した後、写しを学生と

指導教員に返却する。原本は教育支援室に提出する。

年度 岩手県立大学大学院総合政策研究科博士前期課程 研究指導計画書

    年  月  日作成 

学籍番号 

氏  名  

指導教員    

研究課題 

研究計画（学会発表、論文作成を含む）：学生が記入 

研究指導計画：指導教員が記入 

  

研究科長コメント   

＜備考＞

① 本計画書は学生と指導教員が相談の上で作成する。

② 作成した計画書は研究科長に提出し、研究科長はコメントを付した後、写しを学生と

指導教員に返却する。原本は教育支援室に提出する。

年度 岩手県立大学大学院総合政策研究科博士後期課程 研究指導計画書

    年  月  日作成 

学籍番号 

氏  名  

指導教員    

研究課題 

研究計画（学会発表、論文作成を含む）：学生が記入 

研究指導計画：指導教員が記入 

  

研究科長コメント   
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Ⅰ　総合政策研究科の概要

＜備考＞

① 本計画書は学生と指導教員が相談の上で作成する。

② 作成した計画書は研究科長に提出し、研究科長はコメントを付した後、写しを学生と

指導教員に返却する。原本は教育支援室に提出する。

年度 岩手県立大学大学院総合政策研究科博士前期課程 研究指導計画書

    年  月  日作成 

学籍番号 

氏  名  

指導教員    

研究課題 

研究計画（学会発表、論文作成を含む）：学生が記入 

研究指導計画：指導教員が記入 

  

研究科長コメント   

＜備考＞

① 本計画書は学生と指導教員が相談の上で作成する。

② 作成した計画書は研究科長に提出し、研究科長はコメントを付した後、写しを学生と

指導教員に返却する。原本は教育支援室に提出する。

年度 岩手県立大学大学院総合政策研究科博士後期課程 研究指導計画書

    年  月  日作成 

学籍番号 

氏  名  

指導教員    

研究課題 

研究計画（学会発表、論文作成を含む）：学生が記入 

研究指導計画：指導教員が記入 

  

研究科長コメント   
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総合政策研究科

＜備考＞

① 本報告書は学生と指導教員が相談の上で作成する。

② 作成した報告書に必要な資料（論文・報告など）を添付する。

③ 作成した報告書は研究科長に提出し、研究科長はコメントを付した後、写しを学生と

指導教員に返却する。原本は教育支援室に提出する。

年度 岩手県立大学大学院総合政策研究科博士前期課程 研究成果報告書

    年  月  日作成 

学籍番号 

氏  名  

指導教員    

研究課題 

研究成果の概要：学生が記入 

研究計画及び研究指導計画の達成状況：指導教員が記入 

研究科長コメント  

＜備考＞

① 本報告書は学生と指導教員が相談の上で作成する。

② 作成した報告書に必要な資料（論文・報告など）を添付する。

③ 作成した報告書は研究科長に提出し、研究科長はコメントを付した後、写しを学生と

指導教員に返却する。原本は教育支援室に提出する。

年度 岩手県立大学大学院総合政策研究科博士後期課程 研究成果報告書

    年  月  日作成 

学籍番号 

氏  名  

指導教員    

研究課題 

研究成果の概要：学生が記入 

研究計画及び研究指導計画の達成状況：指導教員が記入 

研究科長コメント  
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Ⅰ　総合政策研究科の概要

＜備考＞

① 本報告書は学生と指導教員が相談の上で作成する。

② 作成した報告書に必要な資料（論文・報告など）を添付する。

③ 作成した報告書は研究科長に提出し、研究科長はコメントを付した後、写しを学生と

指導教員に返却する。原本は教育支援室に提出する。

年度 岩手県立大学大学院総合政策研究科博士前期課程 研究成果報告書

    年  月  日作成 

学籍番号 

氏  名  

指導教員    

研究課題 

研究成果の概要：学生が記入 

研究計画及び研究指導計画の達成状況：指導教員が記入 

研究科長コメント  

＜備考＞

① 本報告書は学生と指導教員が相談の上で作成する。

② 作成した報告書に必要な資料（論文・報告など）を添付する。

③ 作成した報告書は研究科長に提出し、研究科長はコメントを付した後、写しを学生と

指導教員に返却する。原本は教育支援室に提出する。

年度 岩手県立大学大学院総合政策研究科博士後期課程 研究成果報告書

    年  月  日作成 

学籍番号 

氏  名  

指導教員    

研究課題 

研究成果の概要：学生が記入 

研究計画及び研究指導計画の達成状況：指導教員が記入 

研究科長コメント  
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総合政策研究科



Ⅱ　学　位　論　文



学位論文 

 

 １．修士論文 

学生は修士論文にかかる指導教員の指導と承認を得て、研究科委員会の定める期日までに修士論

文を提出しなければなりません。 

修士論文の審査は、研究科委員会において選出された論文審査委員が行います。 

 審査日程・提出書類 
2023 年度の修士論文審査日程及び提出書類は、下表のとおりです。 

 論文の形式 
言  語 日本語または英語（和訳の添付は不要） 

形  式 Ａ4版、横書き、ワープロ使用 

字数設定は40字×36行 

ポイントは 10.5 

余白 上35ｍｍ、下左右30ｍｍ 

基本構成 表紙・要旨・目次・本文  

ファイル 最終提出版は、配布したファイル

に綴ること。 

電子媒体 基本構成をＣＤ－Ｒ（PDF形式）等

の電子記録媒体で提出 

時       期 

項目 提出書類等 部数 提出先 

年度末修了 秋季修了 

2023年 

5月下旬 
- 研究成果発表会    

2023年 

8月18日（金） 

2023年 

4月7日（金） 
修士論文の題目を登録 学位論文題目届 1部 学生センター 

2023年 

9月下旬 

2023年 

5月中旬 
修士論文構想発表会    

2023年 

11月24日(金） 

2023年 

6月9日(金） 

修士論文題目変更届 

提出 

学位論文題目変

更届 
1部 同上 

2024年 

1月10日（水） 

2023年 

6月23日（金） 

学位申請 

修士論文第1次提出 

学位申請書 1部 

同上 学位論文、 

学位論文要旨 

（和英含む） 

主 査 1 部 、 副 査

人数分 

2024年 

2月上旬 

2023年 

8月上旬 

修士論文発表会 

※ 論文審査会・修了試

験を兼ねる 

発表会回覧用学

位論文 
1部 

各 自 会 場 に

持参 

 

2024年 

2月20日（火） 

2023年 

8月25日（金） 
修士論文最終版提出 

学位論文及び学

位論文要旨最終

版（配布したファイ

ルに綴ること） 

1部 

学生センター 

CD-R等 1枚 

2024年 

3月上旬 

2023年 

9月上旬 
修了判定結果掲示    

2024年 

3月19日（火） 

2023年 

9月20日（水） 
学位記授与式    
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Ⅱ　学位論文

学位論文

１．修士論文 

学生は修士論文にかかる指導教員の指導と承認を得て、研究科委員会の定める期日までに修士論

文を提出しなければなりません。 

修士論文の審査は、研究科委員会において選出された論文審査委員が行います。 

 審査日程・提出書類
2023 年度の修士論文審査日程及び提出書類は、下表のとおりです。 

 論文の形式
言 語 日本語または英語（和訳の添付は不要）

形 式 Ａ4版、横書き、ワープロ使用 

字数設定は40字×36行 

ポイントは 10.5 

余白 上35ｍｍ、下左右30ｍｍ 

基本構成 表紙・要旨・目次・本文  

ファイル 最終提出版は、配布したファイル

に綴ること。 

電子媒体 基本構成をＣＤ－Ｒ（PDF形式）等

の電子記録媒体で提出

時       期 

項目 提出書類等 部数 提出先 

年度末修了 秋季修了 

2023年 

5月下旬 
- 研究成果発表会  

2023年 

8月18日（金） 

2023年 

4月7日（金） 
修士論文の題目を登録 学位論文題目届 1部 学生センター 

2023年 

9月下旬 

2023年 

5月中旬 
修士論文構想発表会  

2023年 

11月24日(金） 

2023年 

6月9日(金） 

修士論文題目変更届 

提出 

学位論文題目変

更届 
1部 同上 

2024年 

1月10日（水） 

2023年 

6月23日（金） 

学位申請 

修士論文第1次提出 

学位申請書 1部 

同上 学位論文、 

学位論文要旨 

（和英含む） 

主 査 1 部 、 副 査

人数分 

2024年 

2月上旬 

2023年 

8月上旬 

修士論文発表会 

※ 論文審査会・修了試

験を兼ねる

発表会回覧用学

位論文 
1部 

各 自 会 場 に

持参 

2024年 

2月20日（火） 

2023年 

8月25日（金） 
修士論文最終版提出 

学位論文及び学

位論文要旨最終

版（配布したファイ

ルに綴ること） 

1部 

学生センター 

CD-R等 1枚 

2024年 

3月上旬 

2023年 

9月上旬 
修了判定結果掲示  

2024年 

3月19日（火） 

2023年 

9月20日（水） 
学位記授与式 
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総合政策研究科

論文の基本構成
 背表紙・外表紙 

背表紙                    外表紙 

                                                   

論文本文 

            １枚目                           ２枚目            ３枚目 

                                             ４枚目            ５枚目以降 

論
文
題
目(

和)

氏
名

西
暦
年
度

(西暦)年度博士前期課程(総合政策)論文 

論文題目(和) 

岩手県立大学大学院 

総合政策研究科 

                     学籍番号 

                 氏名 

(西暦)年度博士前期課程(総合政策)論文 

論文題目(和) 

岩手県立大学大学院 

総合政策研究科 

学籍番号 

氏名 

指導教員 

要旨(和) 要旨(英) 

目次 本文 

岩手県立大学大学院総合政策研究科博士前期課程

学 位 論 文 題 目 届

  年  月  日 

  総合政策研究科長 様 

総合政策研究科博士前期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

  

【研究題目】 

指導教員氏名 

（自署）
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Ⅱ　学位論文

論文の基本構成
 背表紙・外表紙 

背表紙                    外表紙 

                                                   

論文本文 

            １枚目                           ２枚目            ３枚目 

                                             ４枚目            ５枚目以降 

論
文
題
目(

和)

氏
名

西
暦
年
度

(西暦)年度博士前期課程(総合政策)論文 

論文題目(和) 

岩手県立大学大学院 

総合政策研究科 

                     学籍番号 

                 氏名 

(西暦)年度博士前期課程(総合政策)論文 

論文題目(和) 

岩手県立大学大学院 

総合政策研究科 

学籍番号 

氏名 

指導教員 

要旨(和) 要旨(英) 

目次 本文 

岩手県立大学大学院総合政策研究科博士前期課程

学 位 論 文 題 目 届

  年  月  日 

  総合政策研究科長 様 

総合政策研究科博士前期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

  

【研究題目】 

指導教員氏名 

（自署）



― 98 ―

総合政策研究科

岩手県立大学大学院総合政策研究科博士前期課程

学 位 論 文 題 目 変 更 届

  年  月  日 

  総合政策研究科長 様 

総合政策研究科博士前期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

  

【変更前の研究題目】 

【変更後の研究題目】 

指導教員氏名 

  

（自署） 

岩手県立大学大学院総合政策研究科博士前期課程

学 位 申 請 書

  年  月  日 

岩 手 県 立 大 学 学 長 様  

総合政策研究科博士前期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

                         

岩手県立大学学位規程第４条に基づき、下記の書類を添えて申請します。 

記 

学位論文（論文要旨含む）         部（主査1部・副査人数分） 

指導教員氏名 
（自署）
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Ⅱ　学位論文

岩手県立大学大学院総合政策研究科博士前期課程

学 位 論 文 題 目 変 更 届

  年  月  日 

  総合政策研究科長 様 

総合政策研究科博士前期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

  

【変更前の研究題目】 

【変更後の研究題目】 

指導教員氏名 

  

（自署） 

岩手県立大学大学院総合政策研究科博士前期課程

学 位 申 請 書

  年  月  日 

岩 手 県 立 大 学 学 長 様  

総合政策研究科博士前期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

                         

岩手県立大学学位規程第４条に基づき、下記の書類を添えて申請します。 

記 

学位論文（論文要旨含む）         部（主査1部・副査人数分） 

指導教員氏名 
（自署）
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総合政策研究科

                                     № １  

学 位 論 文 要 旨 (和文)

総合政策研究科博士前期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

指導教員名               

１ 題目 

                                        

                                        

                                        

                                        

２ 要旨 

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                          

                                        

（学位論文要旨） 

№ ２  

学籍番号 氏  名 
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Ⅱ　学位論文

                                     № １  

学 位 論 文 要 旨 (和文)

総合政策研究科博士前期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

指導教員名               

１ 題目 

                                        

                                        

                                        

                                        

２ 要旨 

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                          

                                        

（学位論文要旨） 

№ ２  

学籍番号 氏  名 
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総合政策研究科

                                 № １  

学 位 論 文 要 旨 (英文)

総合政策研究科博士前期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

指導教員名               

１ 題 目 

                                        

                                        

                                        

                                        

２ 要 旨                                     

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                          

                                        

（学位論文要旨） 

№ ２  

学籍番号 氏  名 
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Ⅱ　学位論文

                                 № １  

学 位 論 文 要 旨 (英文)

総合政策研究科博士前期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

指導教員名               

１ 題 目 

                                        

                                        

                                        

                                        

２ 要 旨                                     

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                          

                                        

（学位論文要旨） 

№ ２  

学籍番号 氏  名 
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総合政策研究科

  年  月  日 

 岩手県立大学大学院総合政策研究科長 様 

修士論文要旨の岩手県立大学総合政策学会誌『総合政策』 

掲載諾否について 

氏名
フリガナ

（ 自 署 ） 

学 籍 番 号 

連 絡 先 

住所 〒

TEL 

MAIL 

論 文 題 目 

岩 手 県 立 大 学 

総 合 政 策 学 会 誌 

『総合政策』掲載許諾 

□ 修士論文要旨を岩手県立大学総合政策学会誌『総合政策』

に掲載することを許諾します。※ 

□ 修士論文要旨を岩手県立大学総合政策学会誌『総合政策』

に掲載することを許諾しません。 

指 導 教 員 等 氏 名 

（ 自 署 ） 

※ この場合、掲載された修士論文要旨の著作権が総合政策学会に帰属し、岩手県立大学機関リ

ポジトリに公表されることに留意してください。 

2．博士論文

 審査日程・提出書類

2023 年度の博士論文審査日程及び提出書類は、下表のとおりです。 

詳細については、指導教員の指示に従ってください。 

 論文の形式
言 語 日本語または英語（和訳の添付は不要）

形 式 Ａ4版、横書き、ワープロ使用 

字数設定は40字×36行 

ポイントは 10.5 

余白 上35ｍｍ、下左右30ｍｍ 

基本構成 表紙・要旨・目次・本文 

電子媒体 基本構成をＣＤ－Ｒ（PDF形式）等

の電子記録媒体で提出 

製 本 学位論文最終版は、簡易製本とす

る。

時 期 
項目 提出書類等 部数 提出先 

年度末修了 秋季修了 

2023年 
5月中旬 

2022年 
11月中旬 

中間発表会  

2023年 
8月18日（金） 

2023年 
2月27日（月） 

博士論文の題目を登
録 

学位論文題目届 

学生センター 学位論文の概要 
(任意様式) 

2023年 
9月20日（水） 

2023年 
4月7日（金） 

博士論文予備審査申
請 

学位論文予備審査申
請書 

1部 

同上 

学位論文の草稿 
論文予備審査
員 
主査   1部 
副査  人数分 

業績リスト 

別刷り 

共著者承諾書 

2023年11月中 2023年5月中 博士論文予備審査会  

2023年 
11月24日(金） 

2023年 
5月12日(金） 

博士論文題目変更届
提出 

学位論文題目変更届 1部 同上 

2023年 
12月上旬 

2023年 
6月上旬 

論文認定委員会によ
る論文認定 

論文認定申請書 1部 
同上 

認定を要する論文 論文認定委員の数 

2024年 
1月10日（水） 

2023年 
6月23日（金） 

学位申請 
博士論文第1次提出 

学位申請書 1部 

同上 

学 位 論 文 、 論 文 要 旨
（和英含む） 

主査1部、副査人
数分 

業績リスト 

主査1部、副査
人数分 

別刷り 

共著者承諾書 

掲載証明書 

2024年 
2月上旬 

2023年 
8月上旬 

博士論文発表会 
※論文審査会・修了
試験を兼ねる

発表会回覧用学位論文 
1部ずつ 

各自会場に 
持参 認定を受けた論文 

2024年 
2月20日（火） 

2023年 
8月25日（金） 

博士論文最終提出 

学位論文及び学位論
文要旨最終版 

CD-R等 1枚 
学生センター

上記簡易製本 1部 

2024年 
3月上旬 

2023年 
9月上旬 

修了判定結果掲示   

2024年 
3月19日（火） 

2023年 
9月20日（水） 

学位記授与式  

2024年 
3月26日（火） 

2023年 
9月29日（金） 

リポジトリ登録 
岩手県立大学博士論文等公表要領に
よる 

学生センター 
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Ⅰ　総合政策研究科の概要Ⅱ　学位論文

  年  月  日 

 岩手県立大学大学院総合政策研究科長 様 

修士論文要旨の岩手県立大学総合政策学会誌『総合政策』 

掲載諾否について 

氏名
フリガナ

（ 自 署 ） 

学 籍 番 号 

連 絡 先 

住所 〒

TEL 

MAIL 

論 文 題 目 

岩 手 県 立 大 学 

総 合 政 策 学 会 誌 

『総合政策』掲載許諾 

□ 修士論文要旨を岩手県立大学総合政策学会誌『総合政策』

に掲載することを許諾します。※ 

□ 修士論文要旨を岩手県立大学総合政策学会誌『総合政策』

に掲載することを許諾しません。 

指 導 教 員 等 氏 名 

（ 自 署 ） 

※ この場合、掲載された修士論文要旨の著作権が総合政策学会に帰属し、岩手県立大学機関リ

ポジトリに公表されることに留意してください。 

2．博士論文

 審査日程・提出書類

2023 年度の博士論文審査日程及び提出書類は、下表のとおりです。 

詳細については、指導教員の指示に従ってください。 

 論文の形式
言 語 日本語または英語（和訳の添付は不要）

形 式 Ａ4版、横書き、ワープロ使用 

字数設定は40字×36行 

ポイントは 10.5 

余白 上35ｍｍ、下左右30ｍｍ 

基本構成 表紙・要旨・目次・本文 

電子媒体 基本構成をＣＤ－Ｒ（PDF形式）等

の電子記録媒体で提出 

製 本 学位論文最終版は、簡易製本とす

る。

時 期 
項目 提出書類等 部数 提出先 

年度末修了 秋季修了 

2023年 
5月中旬 

2022年 
11月中旬 

中間発表会  

2023年 
8月18日（金） 

2023年 
2月27日（月） 

博士論文の題目を登
録 

学位論文題目届 

学生センター 学位論文の概要 
(任意様式) 

2023年 
9月20日（水） 

2023年 
4月7日（金） 

博士論文予備審査申
請 

学位論文予備審査申
請書 

1部 

同上 

学位論文の草稿 
論文予備審査
員 
主査   1部 
副査  人数分 

業績リスト 

別刷り 

共著者承諾書 

2023年11月中 2023年5月中 博士論文予備審査会  

2023年 
11月24日(金） 

2023年 
5月12日(金） 

博士論文題目変更届
提出 

学位論文題目変更届 1部 同上 

2023年 
12月上旬 

2023年 
6月上旬 

論文認定委員会によ
る論文認定 

論文認定申請書 1部 
同上 

認定を要する論文 論文認定委員の数 

2024年 
1月10日（水） 

2023年 
6月23日（金） 

学位申請 
博士論文第1次提出 

学位申請書 1部 

同上 

学 位 論 文 、 論 文 要 旨
（和英含む） 

主査1部、副査人
数分 

業績リスト 

主査1部、副査
人数分 

別刷り 

共著者承諾書 

掲載証明書 

2024年 
2月上旬 

2023年 
8月上旬 

博士論文発表会 
※論文審査会・修了
試験を兼ねる

発表会回覧用学位論文 
1部ずつ 

各自会場に 
持参 認定を受けた論文 

2024年 
2月20日（火） 

2023年 
8月25日（金） 

博士論文最終提出 

学位論文及び学位論
文要旨最終版 

CD-R等 1枚 
学生センター

上記簡易製本 1部 

2024年 
3月上旬 

2023年 
9月上旬 

修了判定結果掲示   

2024年 
3月19日（火） 

2023年 
9月20日（水） 

学位記授与式  

2024年 
3月26日（火） 

2023年 
9月29日（金） 

リポジトリ登録 
岩手県立大学博士論文等公表要領に
よる 

学生センター 
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総合政策研究科

 論文の基本構成
 背表紙・外表紙 

背表紙                    外表紙 

                                                   

論文本文 

            １枚目                           ２枚目            ３枚目 

                                             ４枚目            ５枚目以降 

論
文
題
目(

和)

氏
名

西
暦
年
度

(西暦)年度博士後期課程(総合政策)論文 

論文題目(和) 

論文題目(英) 

岩手県立大学大学院 

総合政策研究科 

                     学籍番号 

                 氏名 

(西暦)年度博士後期課程(総合政策)論文 

論文題目(和) 

        論文題目(英) 

岩手県立大学大学院 

総合政策研究科 

学籍番号 

氏名 

指導教員 

要旨(和) 要旨(英) 

目次 本文 

岩手県立大学大学院総合政策研究科博士後期課程

学 位 論 文 題 目 届

  年  月  日 

  総合政策研究科長 様 

総合政策研究科博士後期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

  

【研究題目】（日本語及び英語） 

指導教員氏名 

  

（自署）
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Ⅰ　総合政策研究科の概要Ⅱ　学位論文

 論文の基本構成
 背表紙・外表紙 

背表紙                    外表紙 

                                                   

論文本文 

            １枚目                           ２枚目            ３枚目 

                                             ４枚目            ５枚目以降 

論
文
題
目(

和)

氏
名

西
暦
年
度

(西暦)年度博士後期課程(総合政策)論文 

論文題目(和) 

論文題目(英) 

岩手県立大学大学院 

総合政策研究科 

                     学籍番号 

                 氏名 

(西暦)年度博士後期課程(総合政策)論文 

論文題目(和) 

        論文題目(英) 

岩手県立大学大学院 

総合政策研究科 

学籍番号 

氏名 

指導教員 

要旨(和) 要旨(英) 

目次 本文 

岩手県立大学大学院総合政策研究科博士後期課程

学 位 論 文 題 目 届

  年  月  日 

  総合政策研究科長 様 

総合政策研究科博士後期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

  

【研究題目】（日本語及び英語） 

指導教員氏名 

  

（自署）
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総合政策研究科

岩手県立大学大学院総合政策研究科博士後期課程

学 位 論 文 題 目 変 更 届

  年  月  日 

  総合政策研究科長 様 

総合政策研究科博士後期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

  

【変更前の研究題目】（日本語及び英語） 

【変更後の研究題目】（日本語及び英語） 

指導教員氏名 

   

（自署） 

岩手県立大学大学院総合政策研究科博士後期課程

論 文 認 定 申 請 書

年  月  日 

総合政策研究科長 様  

総合政策研究科博士後期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

                         

博士（学術）の学位論文の提出条件となる論文の認定について申請します。 

記 

著者名 発行年* 論文題名 
掲載誌名と巻・号

数および頁数 

査読の

有無 

    

    

＊未発表だが掲載が決定されている場合は、掲載決定年月日を記入。さらに掲載（採択）証明書を添付のこと。

指導教員氏名 
（自署）
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Ⅰ　総合政策研究科の概要Ⅱ　学位論文

岩手県立大学大学院総合政策研究科博士後期課程

学 位 論 文 題 目 変 更 届

  年  月  日 

  総合政策研究科長 様 

総合政策研究科博士後期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

  

【変更前の研究題目】（日本語及び英語） 

【変更後の研究題目】（日本語及び英語） 

指導教員氏名 

   

（自署） 

岩手県立大学大学院総合政策研究科博士後期課程

論 文 認 定 申 請 書

年  月  日 

総合政策研究科長 様  

総合政策研究科博士後期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

                         

博士（学術）の学位論文の提出条件となる論文の認定について申請します。 

記 

著者名 発行年* 論文題名 
掲載誌名と巻・号

数および頁数 

査読の

有無 

    

    

＊未発表だが掲載が決定されている場合は、掲載決定年月日を記入。さらに掲載（採択）証明書を添付のこと。

指導教員氏名 
（自署）
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総合政策研究科

岩手県立大学大学院総合政策研究科博士後期課程

学 位 論 文 予 備 審 査 申 請 書

年  月  日 

総合政策研究科長 様  

総合政策研究科博士後期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

                         

博士（     ）の学位申請に係る学位論文予備審査について、下記の書類を添えて申請

します。 

記 

学位論文草稿（概要）    部（主査1部・副査人数分） 

業績リスト         部 （  〃  ） 

別刷り           部 （  〃  ） 

共著者承諾書         部  （  〃  ）  

指導教員氏名 
（自署）

岩手県立大学大学院総合政策研究科博士後期課程

学 位 申 請 書

  年  月  日 

岩 手 県 立 大 学 学 長 様  

総合政策研究科博士後期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

                        生年月日                

  

岩手県立大学学位規程第４条に基づき、下記の書類を添えて申請します。 

記 

学位論文、論文要旨（和英含む）           部（主査1部・副査人数分） 

業績リスト                   部  （  〃  ） 

別刷り                             部 （  〃  ） 

共著者承諾書                           部  （  〃  ） 

掲載証明書                             部  （  〃  ） 

※ ①「学位論文要旨」は、博士前期課程の様式と同一であること。 

②「業績リスト」の様式は任意であること。 

指導教員氏名 
（自署）
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Ⅰ　総合政策研究科の概要Ⅱ　学位論文

岩手県立大学大学院総合政策研究科博士後期課程

学 位 論 文 予 備 審 査 申 請 書

年  月  日 

総合政策研究科長 様  

総合政策研究科博士後期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

                         

博士（     ）の学位申請に係る学位論文予備審査について、下記の書類を添えて申請

します。 

記 

学位論文草稿（概要）    部（主査1部・副査人数分） 

業績リスト         部 （  〃  ） 

別刷り           部 （  〃  ） 

共著者承諾書         部  （  〃  ）  

指導教員氏名 
（自署）

岩手県立大学大学院総合政策研究科博士後期課程

学 位 申 請 書

  年  月  日 

岩 手 県 立 大 学 学 長 様  

総合政策研究科博士後期課程 

学籍番号                     

氏  名                     

                        生年月日                

  

岩手県立大学学位規程第４条に基づき、下記の書類を添えて申請します。 

記 

学位論文、論文要旨（和英含む）           部（主査1部・副査人数分） 

業績リスト                   部  （  〃  ） 

別刷り                             部 （  〃  ） 

共著者承諾書                           部  （  〃  ） 

掲載証明書                             部  （  〃  ） 

※ ①「学位論文要旨」は、博士前期課程の様式と同一であること。 

②「業績リスト」の様式は任意であること。 

指導教員氏名 
（自署）
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